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総 務 部 定年退職者等退職

手当基金積立金

（新規）

2,891,256 職員の定年が令和14年度までに２年に１歳ず

つ段階的に引き上げられることに伴い、引上げ

期間中は定年退職者が隔年でしか生じないこと

から、年度間の財源調整を行うための基金の造

成に要する経費

県庁版ＢＰＲ推進

事業費

13,911 限られた行財政資源により、行政サービスの

維持・向上を効率的・効果的に図るため、ＲＰ

ＡやＡＩ等のＩＣＴを活用した業務プロセス改

革を行うのに要する経費

私立学校助成費 4,611,662

うち４年

度２月補

正計上額

40,232

⑴ 私立学校経

常費補助

3,268,430 補助金交付先 学校法人等

補助単価（園児・生徒一人当たり）

中学校 346,485円

高等学校 354,725円

幼稚園

学校法人 197,220円

学校法人以外 74,815円

専修学校及び各種学校

学校法人 30,492円

学校法人以外 13,790円

⑵ 幼稚園教諭

人材確保支援

事業費補助

7,686 私立幼稚園が教諭の確保に向けて処遇改善を

行うのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 ２
３（国１

３、県１
３）

⑶ 私立学校教

職員退職金財

団経営基盤改

善支援事業費

補助

45,000 私立学校教職員退職金財団の経営安定化の取

組として、財団が加入学校法人の負担金軽減や

経営基盤の強化等を実施するのに要する経費に

対する補助

補助金交付先 県私立学校教職員退職金

財団

補 助 率 定額

計 上 の 主 な も の

（単位：千円）
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⑷ 私立幼稚園

等特別支援教

育費補助

119,952 心身障害児教育を行う幼稚園等の運営費に対

する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国１
２、県１

２又は県
10
10）

補 助 単 価 園児一人当たり784,000円

（ただし、対象者が一人

の幼稚園は392,000円）

⑸ 特色教育支

援経費補助

139,740 教育相談体制の整備、預かり保育事業等、私

立学校における特色ある教育の推進に要する経

費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

⑹ 私立学校外

国語指導助手

招致事業費補

助

6,682 私立学校における外国語教育の充実と地域の

国際交流の取組を推進するため、学校法人が外

国語指導助手を招致するのに要する経費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
２

⑺ 私立学校耐

震化促進事業

費補助

177,275 私立学校の耐震化を促進するため、学校法人

が耐震改修等を実施するのに要する経費に対す

る補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
６（ほかに国１

３又は１
２）

⑻ 私立学校冷

房設備整備事

業費補助

57,907 私立学校の夏季における新しい生活様式に対

応した学校教育活動を推進するため、学校法人

が冷房設備を整備するのに要する経費に対する

補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
６（ほかに国１

３）

⑼ 認定こども

園耐震化促進

事業費補助

325,000 学校法人が運営する認定こども園の耐震改築

等を実施するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 １
２（国１

２）

⑽ 認定こども

園整備費補助

398,320 幼保連携型認定こども園の幼稚園又は保育所

型認定こども園の幼稚園機能部分等の整備に要

する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（国１

２）
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⑾ 認定こども

園防犯対策整

備費補助

5,465 幼稚園型認定こども園における防犯対策の強

化を図るための防犯カメラやブロック塀等の設

置に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（国１

２）

⑿ 認定こども

園等園務改善

ＩＣＴ化促進

事業費補助

5,858

うち４年

度２月補

正計上額

832

幼稚園型認定こども園等における業務の効率

化を図るための園務改善システム等の導入に要

する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率 ３
４（国３

４）

⒀ 幼児教育緊

急環境整備費

補助

50,474

うち４年

度２月補

正計上額

39,400

幼稚園型認定こども園等における幼児教育の

質の向上を図るための教具、運動用具及び保健

衛生用品等の整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人

補 助 率

通 常 分 １
３（国１

３）、１
２（国１

２）

感染症対策分 10
10（国１

２、県１
２）

⒁ その他 3,873 私立学校振興活動費補助 1,100

私立学校授業目的公衆送信補償金支援費補助

1,973

私立幼稚園等研修事業費補助 800

私立高等学校等就

学支援関連事業費

2,793,233

⑴ 私立高等学

校等就学支援

金交付金

2,369,146 家庭の教育費負担を軽減するため、私立高校

等の生徒に係る授業料を軽減するのに要する経

費に対する交付金

交付金交付先 学校法人等

交 付 率 定額（国10
10）

交付対象及び交付単価

交 付 対 象 交付単価（月額）

年収590万円未満程度の世帯 33,000円

年収590万～910万円未満程度の世帯 9,900円

家計急変世帯 23,100､33,000円

⑵ 私立高等学

校等就学支援

費補助

145,901 私立高校等の生徒に係る授業料と私立高等学

校等就学支援金交付金の差額部分のうち、一定

額を軽減するとともに、低所得世帯の入学金を

軽減するのに要する経費に対する補助

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助金交付先 学校法人等

補助対象及び補助単価

授業料分

補 助 対 象 補助単価（月額）

年収590万～710万円未満程度の世帯 9,900円

家計急変世帯 9,900～28,000円

入学金分

補 助 対 象 補助単価（年額）

年収270万円未満程度の世帯 50,000円

⑶ 私立高等学

校等学び直し

への支援金交

付金

2,317 中途退学した生徒が私立高校等で学び直す場

合に、就学支援金の支給期間経過後も授業料を

軽減するのに要する経費に対する交付金

交付金交付先 学校法人等

交 付 率 定額（国10
10）

交付対象及び交付単価

交 付 対 象 交付単価（月額）

年収590万円未満程度の世帯 24,750円

年収590万～910万円未満程度の世帯 9,900円

家計急変世帯 14,850､24,750円

⑷ 私立高等学

校専攻科就学

支援金交付金

22,856 家庭の教育費負担を軽減するため、私立高校

専攻科の生徒に係る授業料を軽減するのに要す

る経費に対する交付金

交付金交付先 学校法人

交 付 率 定額（国１
２、県１

２）

交付対象及び交付単価

交 付 対 象 交付単価（月額）

年収270万円未満程度の世帯 35,600円

年収270万～380万円未満程度の世帯 17,800円

家計急変世帯 17,800､35,600円

⑸ 奨学のため

の給付金事業

費

253,013 低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減

するため、私立高校等の生徒に対し奨学のため

の給付金を給付するのに要する経費

給付対象 年収270万円未満程度の世帯

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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給 付 額

生活保護受給世帯

52,600円（通信制52,600円、

専攻科52,100円）

第１子の高校生等がいる世帯

137,600円（通信制52,100円、

専攻科52,100円）

23歳未満の扶養されている兄・姉がいる

世帯で第２子以降の高校生等がいる世帯

152,000円（通信制52,100円、

専攻科52,100円）

私立専修学校授業

料等減免事業費補

助

179,340 家庭の教育費負担を軽減するため、私立専修

学校の学生に係る授業料及び入学金を軽減する

のに要する経費に対する補助

補助金交付先 学校法人等

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

補助対象及び補助単価

補 助 対 象
補助単価（年額）

授業料 入学金

年収270万円未満程度の世
帯 590,000円 160,000円

年収270万～300万円未満程
度の世帯 393,400円 106,700円

年収300万～380万円未満程
度の世帯 196,700円 53,400円

「オールあおもり

県内進学のすすめ」

推進事業費（新規）

8,806 高校卒業生の県内定着を促進するため、県内

大学等の各種情報や学生生活の魅力等を発信す

るとともに、進学相談フェアの開催等を行うの

に要する経費

あおもりふるさと

寄附金拡充事業費

28,912 ふるさと納税制度を積極的に活用し、歳入確

保と本県のＰＲ強化を図るため、本県への寄附

者に対し、県産品を贈呈するのに要する経費

八戸合同庁舎整備

事業費

14,447

債務負担

行為設定

額

8,546,852

ＰＦＩ手法に基づき、老朽化が進行している

八戸合同庁舎の建替えを行うとともに、維持管

理・運営するのに要する経費

単年度事業分 14,447

事業者選定アドバイザリー業務等

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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債務負担行為設定分 8,546,852

◦八戸合同庁舎建築事業分 6,764,717

全体計画 令和６年度～９年度

延床面積 9,800㎡

◦八戸合同庁舎運営事業分 1,782,135

全体計画 令和９年度～23年度

旧ラ・プラス青い

森利活用事業費

（新規）

23,281

債務負担

行為設定

額

19,472

旧ラ・プラス青い森を東青地域県民局の合同

庁舎として整備するための設計に要する経費

県庁舎津波対策事

業費 （新規）

7,108 国の日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデ

ルを踏まえた津波浸水想定に対応するための県

庁舎の浸水対策工事の設計に要する経費

県有施設マネジメ

ント推進事業費

（新規）

94,443 県有施設の修繕工事の平準化を目的とした事

業計画を作成するための現状把握・劣化度調査

に要する経費

選 挙 管 理

委 員 会

県議会議員選挙費 733,887 令和５年４月29日に任期満了となる県議会議

員の選挙に要する経費

知事選挙費 838,094 令和５年６月28日に任期満了となる知事の選

挙に要する経費

総 務 部

企画政策部

健康福祉部

商工労働部

県土整備部

観光国際戦

略局

出 納 局

選挙管理委

員会

総合的なＤＸの推

進体制の構築関連

経費（将来対応分）

（新規）

341,144 「産業」、「暮らし・まち」、「行政」のあ

らゆる場面でデジタルが有効活用され、県民誰

もが便利で快適に暮らすことができる豊かな社

会づくりに向けて、デジタル導入とデジタルト

ランスフォーメーション推進のための総合的な

体制構築等を実施するのに要する経費

⑴ デジタルト

ランスフォー

メーション推

進事業費

90,477 県内企業におけるＤＸの促進及び県民のデジ

タルデバイドの解消を図るため、ワンストップ

の相談窓口の設置、経営者向けの普及啓発、デ

ジタル技術の活用による新事業展開を図るため

の取組に対する支援、県内ＩＴ企業による高校

生向け出前授業の実施、高齢者のフレイル予防

のためのｅスポーツ体験会や障害者のＩＣＴ利

活用を支援する講習会等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦デジタル利活用促進事業費補助 15,000

補助金交付先 中小企業者

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 7,500

◦県推進事業費 75,477

⑵ スマートＡ

ｏｍｏｒｉコ

ンストラクショ

ン推進事業費

21,000 県内建設企業の生産性向上を図るため、県内

インフラ施設の３Ｄデータを受発注者双方が共

有できるデータ活用基盤を構築するとともに、

３Ｄ測量・設計に関する講習会を開催するのに

要する経費

⑶ ＤＸによる

青森ファン関

係強化推進事

業費

9,846 本県を訪れる観光客一人ひとりの傾向に応じ、

本県の観光情報を効果的に発信するためのシス

テム構築に向けた検討及び推進体制の構築に要

する経費

⑷ 暮らし・ま

ちのＤＸ創出

基盤構築事業

費

19,290 地域の利便性や暮らしの質の向上を図るため、

地域が抱えるＤＸニーズを調査し、課題解決策

の実装に向けたロードマップを作成するととも

に、地域におけるＤＸ実装モデルの実証等を行

うのに要する経費

⑸ 公衆衛生Ｄ

Ｘ推進事業費

42,388 保健所におけるＤＸを推進するため、業務の

デジタル化・効率化等に係る検討を行うととも

に、健康課題等の解決に向けたＥＢＰＭ（科学

的根拠に基づく政策立案）のモデル構築に係る

調査研究を実施するのに要する経費

⑹ 県庁業務ト

ランスフォー

メーション推

進会議運営費

42,840 自治体ＤＸを推進するため、県庁業務トラン

スフォーメーション推進会議を設置するととも

に、新技術の導入や業務環境の改善等に要する

経費

⑺ 財務会計オ

ンラインシス

テム再構築事

業費

35,200 職員の業務効率化及び県民サービスの向上を

図るため、平成５年度に運用を開始した財務会

計オンラインシステムの更新に係る基本設計に

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑻ 電子入札・

電子収納導入

調査事業費

286 入札及び公金収納における利便性向上を図る

ため、電子入札及び電子収納の導入に向けた調

査を行うのに要する経費

⑼ 内部管理業

務電子化推進

事業費

6,777 内部管理業務の効率化を図るため、人事管理

業務の電子化、健康管理システム及び新給与シ

ステムの導入に向けた調査を行うのに要する経

費

⑽ 公文書のデ

ジタル化推進

事業費

15,256 ペーパーレス化等による行政事務の効率化を

図るため、電子決裁機能を含む文書管理システ

ムの導入に向けた基本計画を策定するとともに、

既存文書の電子化及び公印の電子化の検討を行

うのに要する経費

⑾ 営繕業務デ

ジタル化推進

事業費

404 営繕業務の効率化を図るため、ウェブを活用

した現場管理を行うとともに、３次元形状で建

物を分かりやすく見える化するシステムの導入

に向けた検討を行うのに要する経費

⑿ 税務ＤＸ関

連事業費

1,530 納税者の利便性向上と業務の効率化を図るた

め、手数料等のキャッシュレス化の検討を行う

とともに、税務システムの更新に向けた検討等

を行うのに要する経費

⒀ デジタル人

財育成推進事

業費

38,693 デジタル技術を効果的に活用し、業務効率化

を図るため、市町村職員向けフォーラムの開催

や専門のアドバイザーによる市町村の業務改革

支援を行うとともに、自治体ＤＸの推進を担う

デジタル人材の育成を行うのに要する経費

⒁ 市町村ＤＸ

加速化推進事

業費

17,157 市町村における自治体ＤＸを推進するため、

意見交換会や業務改革研修会を行うとともに、

水道スマートメーターの導入に向けた検討及び

選挙人名簿の標準化に向けた支援等を行うのに

要する経費

企画政策部 次期青森県基本計

画策定事業費

37,906 令和５年度までを計画期間とする「青森県基

本計画『選ばれる青森』への挑戦」に替わる新

たな基本計画を策定するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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持続可能な青森県

をめざすＳＤＧｓ

拡大推進事業費

2,880 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）に対する県

民・県内企業等の認知度向上を図るため、官民

連携によるＳＤＧｓの普及啓発を行うとともに、

ＳＤＧｓの取組を進めている企業・団体等の登

録制度を実施するのに要する経費

鉄道軌道安全輸送

設備等維持支援事

業費補助

15,353 弘南鉄道弘南線の維持のために沿線市村が行

う鉄道設備等の修繕費に対する支援に要する経

費に対する補助

補助金交付先 弘前市、黒石市、平川市、

田舎館村

補 助 率 １
２

国内航空路線維持･

強化対策事業費

20,602 県内空港の利用を促進し、国内航空路線の維

持・充実を図るため、既存路線の知名度向上や

チャーター便・乗継利用のＰＲ等を実施するの

に要する経費

国内航空路線利用

促進強化事業費

（新規）

33,709 国内航空路線の需要回復及び航空ネットワー

クの維持・拡充を図るため、航空会社等と連携

した各路線のＰＲ、旅行商品造成支援、利用促

進キャンペーン等を実施するのに要する経費

空港二次交通体制

構築事業費（新規）

21,393 県内空港利用者の利便性向上を図るため、青

森空港及び三沢空港発着の事前予約型乗合タク

シーの実証運行及びＰＲを行うのに要する経費

津軽海峡交流圏形

成加速化事業費

10,221 λ（ラムダ）プロジェクトの推進を図るため、

「津軽海峡交流圏ラムダ作戦会議」の運営、圏

域形成に向けたモデル的取組の実践、北海道と

の連携・調整等を行うのに要する経費

航路を活用した津

軽海峡交流圏・北

東北周遊定着事業

費 （新規）

25,677 津軽海峡交流圏及び北東北の周遊促進を図る

ため、蟹田・脇野沢航路及び大間・函館航路を

活用した旅行商品造成支援や周遊促進キャンペー

ン、小学生等を対象としたイベント運航等を実

施するのに要する経費

蟹田・脇野沢航路

新船建造対策事業

費 （新規）

21,703 蟹田・脇野沢航路の維持・安定を図るため、

陸奥湾内のクルーズ運航や災害発生時の避難航

路としての活用について検討・実証するととも

に、新船建造に係る協議等のための基本構想を

策定するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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持続可能な地域公

共交通ネットワー

ク確保・維持・改

善事業費（新規）

14,452 持続可能な地域公共交通ネットワークの確保･

維持・改善を図るため、広域バス路線の基礎調

査や利便増進に向けた検討、市町村を対象とし

た域内交通の維持・構築に向けた勉強会やアド

バイザー派遣等を行うのに要する経費

地域交通ＭａａＳ

推進事業費

23,291 県内におけるＭａａＳ（複数の交通機関を切

れ目なく組み合わせた移動サービス）の取組を

促進するため、勉強会やアドバイザー派遣、モ

デル的取組の実施、関係者による推進会議の開

催等を行うのに要する経費

ポストコロナに向

けた地域公共交通

活性化応援事業費

補助 （新規）

45,000 交通事業者等によるポストコロナを見据えた

取組や生産性向上に向けた取組等に要する経費

に対する補助

補助金交付先 交通事業者等

補 助 率 １
２

補助対象事業 デジタル化対応、乗継改

善、人材確保・育成、地

域交通を活用した縄文遺

跡群の周遊促進の取組等

鉄道在来線活性化

事業費 （新規）

11,870 県内の在来線の活性化に向け、テレビや情報

誌とタイアップした情報発信を行うとともに、

在来線の活性化策の調査等を実施するのに要す

る経費

地方バス運行対策

関連事業費補助

231,222 地域住民の日常生活に欠くことのできないバ

ス路線の運行維持に要する経費に対する補助

◦地域間幹線バス系統確保維持費補助

165,665

補 助 率 １
２（ほかに国１

２）

◦広域バス路線維持特別対策事業費補助

65,557

補 助 率 定額

※補助金交付先は、弘南バス㈱、岩手県北自

動車㈱、十和田観光電鉄㈱、下北交通㈱、

ジェイアールバス東北㈱

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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生活交通バス車両

緊急整備事業費補

助

24,491 路線バスのバリアフリー化及び運行効率化等

を進めるための低床車両購入費に係る減価償却

費及び金融費用に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘南バス㈱、ジェイアー

ルバス東北㈱

補 助 率 １
２（ほかに国１

２）

北海道新幹線建設

対策費

10,009 北海道新幹線鉄道整備事業費負担金 9,774

工事対策費 235

青い森鉄道利用促

進関連事業費

18,258

選ばれる青い森

鉄道推進事業費

8,543 青い森鉄道線の利用促進と収益力向上を図る

ため、マーケティング手法を活用した新商品・

企画の開発や販売実証等を行うのに要する経費

青い森鉄道需要

開拓・拡大事業

費 （新規）

9,715 青い森鉄道線の利用促進を図るため、小・中

学生の教育旅行における鉄道利用の実証や地域

の子どもやその家族を対象としたイベント列車･

利用体験キャンペーン、鉄道を通じた台湾との

相互交流を実施するのに要する経費

鉄道施設事業費

（鉄道施設事業特

別会計）

5,778,997

一般会計

から特別

会計への

繰出金

669,452

青い森鉄道線の整備、保守管理に要する経費

◦鉄道施設管理費 4,971,528

◦公債費 807,469

青い森鉄道線老朽

化対策事業費

（鉄道施設事業特

別会計）

948,239

一般会計

から特別

会計への

繰出金

154,016

青い森鉄道のインフラ長寿命化に係る計画に

基づく施設・設備の更新・改良等に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青い森鉄道線浅虫

温泉駅バリアフリー

設備整備事業費

（鉄道施設事業特

別会計）

699,372

一般会計

から特別

会計への

繰出金

168,310

青い森鉄道線浅虫温泉駅における利便性向上

を図るため、バリアフリー設備を整備するのに

要する経費

「今こそあおもり

で暮らそう」推進

事業費

52,178 地方移住への関心の高まりやリモートワーク

の普及を契機として、本県への移住の更なる促

進を図るため、県外の移住関心層や県内の学生

への本県での暮らしの魅力等の発信、移住相談

イベントの開催、移住希望者や移住者へのサポー

ト、リモートワーカーの移住を促進する取組の

支援等を実施するのに要する経費

◦リモートワーカー移住促進事業費補助

4,500

補助金交付先 複数市町村及び民間事

業者が組織する団体

補 助 率 １
２

補助対象事業 移住体験プログラムの

開発、プロモーション

等

◦県推進事業費 47,678

共感と熱意でつな

がる関係人口増加

プロジェクト事業

費

9,940 本県に興味関心を持つ県外在住者が県内の各

地域と関わる多様な機会を創出するため、首都

圏等の参加者による地域活性化プロジェクトの

提案に向けたプログラムの実施、関係人口を呼

び込む担い手を育成する講座の開催等を行うの

に要する経費

「青森の価値・魅

力」発信による若

者の県内定着・還

流促進事業費

27,392 若者の県内定着・還流を促進するため、高校

生向けの県内定着・還流のＰＲ活動、本県の価

値や魅力について大学生が自ら考えるワーク

ショップの開催、各種メディアによる若者やそ

の保護者向けの情報発信等を行うのに要する経

費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり若者定着

奨学金返還支援事

業費

85,730 若者の県内定着・還流及び産業人材の確保を

図るため、大学等を卒業して県内に就職する若

者の奨学金の返還を、県内企業等と連携して支

援する「あおもり若者定着奨学金返還支援制度」

の運営及び周知・広報等を行うのに要する経費

◦あおもり若者定着奨学金返還支援制度運営

事業費 10,721

支 援 要 件 「あおもり若者定着サポー

ト企業」に就職し、６年

以上就業かつ県内に居住

支援上限額 1,500（「あおもり若者

定着サポート企業」が選

択した額（奨学金残額の

１
２以内））

◦若者定着奨学金返還支援基金積立金 75,009

人生100年時代を

生きるライフシフ

ト人財育成事業費

4,757 人生100年時代における新しい人生シナリオ

を県民一人ひとりが考え、地域の担い手として

活躍することを促進するため、定年退職後の地

域活動等の実施に向けたセミナーや実践プロジェ

クトの企画・運営支援、幅広い世代・分野によ

るネットワーク交流会の開催等を行うのに要す

る経費

新たなビジネスを

創出する次世代

トップリーダー育

成事業費（新規）

6,902 新たなビジネスを創出するトップリーダーを

育成するため、県内経営者等を対象に、戦略的

な経営を学ぶ塾を開催するとともに、大学と連

携した経営者育成体制を構築するのに要する経

費

グローバル人財活

躍・ネットワーク

推進事業費

4,865 グローバル社会に対応できる人材を養成する

ための三沢市と連携したセミナー及び人材同士

のネットワーク構築に向けた交流会や地区座談

会の開催に要する経費

元気な地域づくり

支援事業費補助

300,000 地域の資源及び特性を生かした地域づくり等

を推進するため、市町村が自発的・主体的に実

施する事業及び市町村の総合戦略に基づく事業

に要する経費に対する補助

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―13―



補助金交付先 市町村

補 助 率

通 常 事 業 ２
３、１

２、１
３（財政力

により区分）

総合戦略推進事業 ２
３

補 助 限 度 額

通 常 事 業 5,000

総合戦略推進事業

１ 年 目 10,000

２ ～ ３ 年 目 10,000（複数の市町

村で実施するもの又

は「青森県型地域共

生社会」の実現に資

する取組）

5,000（上記以外）

ウェブメディア広

報力基盤強化事業

費

7,867 ウェブサイトによる情報発信機能を強化する

ため、専門家からの助言に基づく県庁ウェブサ

イトの改善、県職員のリテラシー向上に向けた

研修、県広報番組のネット配信等を行うのに要

する経費

地域とつながる統

計調査体制推進事

業費 （新規）

1,669 正確で安定した統計調査体制を維持するため、

調査員向けの研修、調査員同士の情報交換会、

大学等と連携した調査員の確保に向けたＰＲ活

動等を行うのに要する経費

経済を回すための

データサイエンス

利活用促進事業費

4,092 統計データの利活用を促進するため、人材の

育成に向けた講座及び産学官金の連携による共

同研究を実施するとともに、県内企業等におけ

る統計データの利活用に向けたフォーラムを開

催するのに要する経費

企画政策部

観光国際戦

略局

三沢・羽田線４便

化維持対策事業費

（新規）

29,209 三沢・羽田線の１日４便体制の維持・定着を

図るため、航空会社等と連携した路線ＰＲや旅

行商品の造成支援、北陸・中国・四国エリアの

旅行会社向け視察会の開催や地元紙へのＰＲ広

告掲載等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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青森・神戸線２便

化プロジェクト事

業費 （新規）

36,628 青森・神戸線の２便化実現に向け、神戸市や

現地メディア、航空会社等との連携による観光

プロモーションや路線ＰＲ、冬季の需要拡大に

向けたＰＲやモニターツアー、旅行商品の造成

支援等を行うのに要する経費

奥津軽いまべつ駅

を拠点とした周遊

観光促進事業費

（新規）

10,209 北海道新幹線奥津軽いまべつ駅を拠点とした

周遊観光の促進を図るため、二次交通を活用し

た周遊ルートの造成及びテレビ番組とタイアッ

プした情報発信を行うとともに、町が行う奥津

軽いまべつ駅の二次交通の運行に対する補助に

要する経費に対して支援するのに要する経費

◦奥津軽いまべつ駅アクセス交通運行事業費

補助 2,159

補助金交付先 今別町、外ヶ浜町、中

泊町

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 8,050

企画政策部

健康福祉部

地域共生社会を支

える人財及び体制

づくり関連経費

（将来対応分）

（新規）

146,543 人口減少下にあっても誰もが安心して暮らせ

る「青森県型地域共生社会」の実現に向け、行

政と住民が共に地域課題に取り組む推進体制の

整備や地域における担い手の育成・確保等を展

開するのに要する経費

⑴ 「青森県型

地域共生社会」

構築推進事業

費

29,042 高齢化、人口減少に伴う様々な地域課題に対

応する「青森県型地域共生社会」の体制構築と

県内全域への波及を図るため、市町村の課題意

識調査や中間支援機能を持つ団体の調査・類型

化を行うとともに、分野横断的に県庁の支援チー

ムを編制し、市町村の地域課題解決に向けた取

組の支援等を行うのに要する経費

⑵ 行政･地域･

多職種連携に

よる青森県型

地域共生社会

推進事業費

16,771 「青森県型地域共生社会」の実現に向け、市

町村支援を行う「第０層生活支援コーディネー

ター」の圏域への配置や地域で住民を見守る

「見守りさん」の認定と活動支援を行うととも

に、多職種連携のネットワーク強化のための情

報交換会等を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑶ 医療・福祉

職の子育て世

帯のための移

住支援事業費

47,515 医療・福祉分野の人材確保と少子化に対応す

るため、市町村と連携して、医療・福祉職に就

く子育て世帯に対し「医療・福祉職の子育て世

帯移住支援金」を支給し移住を支援するととも

に、移住支援ハンドブックの作成及び移住体験

ツアー等を実施するのに要する経費

◦医療・福祉職の子育て世帯のための移住支

援事業費補助 43,100

補助金交付先 市町村

補 助 率 ３
４、10

10
支援金対象者 本県に移住する子育て

世帯（18歳未満の子ど

もを養育する世帯に限

る）のうち、医療・福

祉職に就く世帯又は医

療・福祉職に就くため

の資格取得を目的とし

て養成機関に入学する

世帯

支 援 金 額 １世帯につき100万円

（ひとり親世帯の場合

200万円）

※18歳未満の子ども１

人につき100万円を

加算

◦県推進事業費 4,415

⑷ ＩＣＴを活

用した高齢者

の見守り体制

構築事業費

14,139 医療・福祉等の公的サービス等を利用してい

ない高齢者に対して必要に応じた支援を実施す

るため、市町村のモデル地域においてＩＣＴを

活用した高齢者の見守り体制の構築に向けた実

証を行うのに要する経費

⑸ 県民のいの

ちを支え守る

ための重点対

策事業費

39,076 自殺の未然防止を図るため、様々な悩みを抱

える県民が必要な相談支援を受けられるよう、

メディアの活用や民間団体との連携による相談

窓口等の周知啓発を強化するとともに、中小企

業関係者等を対象としたゲートキーパー養成研

修や自殺者に関するデータ分析等を行うのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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企画政策部

健康福祉部

教育委員会

第80回国民スポー

ツ大会・第25回全

国障害者スポーツ

大会対策費

840,345

債務負担

行為設定

額

36,137

⑴ 国民スポー

ツ大会開催準

備事業費

379,930

債務負担

行為設定

額

36,137

第80回国民スポーツ大会の本県開催に向け、

委員会の運営、広報・県民運動の展開、ボラン

ティアの確保・育成、競技用具の整備、式典準

備等を行うとともに、会場地市町村が行う競技

施設の仮設等対応に要する経費に対して支援す

るのに要する経費

◦第80回国民スポーツ大会県準備委員会負担

金 214,147

◦第80回国民スポーツ大会冬季大会スキー競

技会県実行委員会負担金 200

◦第80回国民スポーツ大会市町村競技施設仮

設等対応費補助 152,763

補助金交付先 弘前市、黒石市、十和

田市、むつ市、六ケ所

村、おいらせ町

補 助 率 10
10、

１
２

◦県推進事業費 12,820

⑵ 競技力強化

事業費

415,535 国民スポーツ大会の本県開催に向けた総合的･

戦略的な選手強化を行うのに要する経費

◦競技力向上対策本部運営費 9,492

事業内容 各種競技力向上対策の企画･

立案

◦競技力向上事業費補助 110,106

補助金交付先 （公財）県スポーツ協会

補 助 率 定額

補助対象事業 各種競技団体が行う選

手強化合宿等の実施

◦競技力向上対策特別事業費 247,092

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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事業内容 競技団体へのアドバイザー

派遣、強化拠点校や有力選

手等への活動支援、ふるさ

と選手活動支援、女性アス

リートの競技継続支援、指

導者の育成及び公認資格の

取得支援、トップレベルコー

チの招へい、競技団体間の

情報共有の強化、医・科学

スタッフによるサポートの

強化、特殊競技用具整備、

雇用奨励金等による選手・

指導者の雇用環境充実支援

◦スポーツ科学チームサポート事業費 48,845

事業内容 スポーツ科学専門員による

科学的分析に基づくトレー

ニングのサポート等

⑶ 全国障害者

スポーツ大会

開催準備事業

費

44,880 第25回全国障害者スポーツ大会の本県開催に

向け、準備委員会の開催や情報支援ボランティ

アの育成等を行うとともに、県内未実施競技等

をはじめとした選手の育成を図るため、競技教

室等を実施するのに要する経費

企画政策部

環境生活部

仕事と家庭のジェ

ンダーギャップ解

消事業費（新規）

18,894 女性も男性も自分らしく活躍することができ

る社会の実現を目指し、女性の経済的自立に向

けたセミナーや男性の家事参画促進に向けた啓

発イベントの開催、企業等における意識・取組

事例調査、女性人材の育成及びネットワークの

拡大に向けた「奥入瀬サミット」の開催支援等

を行うのに要する経費

◦奥入瀬サミット開催費補助 4,200

補助金交付先 奥入瀬サミットの会

補 助 率 定額

◦県推進事業費 14,694

環境生活部 消費者行政対策費 98,630 総合的な消費者対策の拠点である県消費生活

センターの運営、機能強化及び市町村の消費生

活相談窓口の充実等に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦消費生活センター費 71,311

◦消費者行政推進事業費 13,930

◦消費者行政強化事業費補助 13,389

補助金交付先 市町村

補 助 率 10
10（国10

10）、１
２（国１

２）

エシカル消費で未

来を変えるプロジェ

クト事業費

4,267 県民のエシカル消費（地域の活性化や雇用な

どを含む人・社会・地域・環境に配慮した消費

行動）を促進するため、関係団体等と本県にお

けるエシカル消費を検討し、ＳＮＳやイベント

による普及啓発等を行うのに要する経費

あおもり交通安全

県民運動強化事業

費

5,531 高齢者の交通事故防止と児童・生徒の自転車

安全利用を促進するため、高齢者の集いの場や

調剤薬局を活用した交通事故防止の啓発活動、

児童・生徒の交通ルールの遵守と保険加入に向

けたキャンペーン等を行うのに要する経費

地域共生社会を支

えるプロボノ活動

促進事業費

3,435 プロボノ活動（業務で得た知識等を生かした

社会貢献活動）の普及により、地域活動の担い

手の増加を図るため、地域コミュニティの取組

におけるプロボノ活動の実践、人材の発掘・育

成に向けたセミナーの開催等を行うのに要する

経費

災害ボランティア

センター設置運営

研修等支援事業費

補助 （新規）

（東日本大震災復

興基金活用事業）

1,185 災害発生時における災害ボランティアセンター

の設置運営のための研修及び実地訓練等の実施

に要する経費に対する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

「ＳＴＯＰ！コロ

ナ差別相談窓口」

設置事業費

4,555 新型コロナウイルス感染症に関連した差別的

取扱いに関する相談窓口を設置するのに要する

経費

高校生ファッショ

ンチャレンジ事業

費

11,052 本県の人材育成、産業振興及び地域活性化を

図るため、第22回全国高等学校ファッションデ

ザイン選手権大会（ファッション甲子園）の開

催を支援するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―19―



あおもり文化芸術

推進プロジェクト

事業費 （新規）

8,566 文化芸術の鑑賞・活動機会の創出と文化芸術

を活用した地域活性化を図るため、デジタル

アートに関するワークショップや展覧会を開催

するとともに、文化芸術を活用した地域づくり

に向けた検討等を行うのに要する経費

命を大切にする心

を育む事業費

6,440

⑴ 命を大切に

する心を育む

県民運動推進

会議・フォー

ラム開催事業

費

2,320 次代を担う子どもたちが、命を大切にし、他

人への思いやりを持ち、たくましく生きていけ

るよう、県民一体となり、命を大切にする心を

育む県民運動を展開するための推進会議及び

フォーラムの開催等に要する経費

⑵ 命を大切に

する心を育む

絆プロジェク

ト事業費

4,120 命を大切にする心を育む県民運動の推進・定

着を図るため、子どもたちと地域との交流体験

活動や「笑顔の未来へメッセージ作品」の公募･

掲示等を行うのに要する経費

子ども・若者を地

域で支える体制強

化事業費

3,368 ニート、ひきこもり、不登校など、様々な課

題を複合的に抱える子ども・若者を地域で支え

る体制を強化するため、地域の関係機関、団体

等が参画する地域ネットワーク会議や合同相談

会の開催等を行うのに要する経費

若者のサード・プ

レイスづくり事業

費

5,856 若者が社会的な孤独・孤立に至らないよう地

域等の居場所づくりを促進するため、居場所づ

くりの検討会議や動画配信による実践を行うと

ともに、若者を支援する人材を育成する研修会

等を実施するのに要する経費

支援につなげる女

性総合案内事業費

2,078 孤独・孤立に悩む女性が適切な相談・支援を

受けられる体制の構築を図るため、相談窓口や

支援機関の連携・協力に向けた連絡会議を開催

するとともに、適切な相談窓口や支援機関を周

知するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり環境人財

育成推進事業費

18,083 県民の環境意識を高め、地域で多様な主体が

協働して環境教育を推進する仕組みを構築する

ため、大学を拠点とした環境人材の育成と脱炭

素社会に資する調査研究を行うとともに、多様

な団体において環境配慮行動の拡大に向けたモ

デル事業を実施するのに要する経費

ごみゼロあおもり･

３Ｒ推進事業費

10,683 一般廃棄物の減量化及びリサイクル率向上を

図るための県民運動を推進するとともに、一人

一日当たりのごみ排出量の減少に向け、市町村

等と連携したキャンペーンの展開、小学生を対

象とした家庭での３Ｒチャレンジ、量販店等と

連携した食品ロス削減、市町村と民間事業者に

よる３Ｒ推進のネットワークづくり等を行うの

に要する経費

◦ごみゼロあおもり普及啓発事業費 1,249

◦「資源をきれいにまわそう」適正分別等推

進事業費 9,434

高濃度ＰＣＢ廃棄

物処分等措置実施

事業費

66,235 ＰＣＢ廃棄物の適正な処理の推進に関する特

別措置法に基づき、高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分

期限を経過しても処分を行わない保管事業者へ

の改善命令を行うとともに、保管事業者が命令

に違反した場合や不明・不存在の場合に行政代

執行により高濃度ＰＣＢ廃棄物の処分等を行う

のに要する経費

高濃度ＰＣＢ廃棄

物等適正処理指導

強化事業費

4,131 ＰＣＢ廃棄物の適正な処分を促進するため、

不適正保管に対する指導及び周辺環境への影響

把握等を行うのに要する経費

低濃度ＰＣＢ早期

処理促進事業費

（新規）

23,664 低濃度ＰＣＢ廃棄物の期限内処分を促進する

ため、低濃度ＰＣＢ廃棄物・使用製品の保管・

処分状況等に係る調査を実施するとともに、保

管事業所への立入検査を通じた指導・助言等を

行うのに要する経費

県外産業廃棄物等

適正処理推進事業

費

8,148 青森県県外産業廃棄物の搬入に係る事前協議

等に関する条例に基づき、県外から搬入される

産業廃棄物の適正な処理を推進し、生活環境の

保全を図るため、搬入事前協議、監視・指導等

を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦県外産業廃棄物等事前協議事業費 1,628

◦悪質不法投棄等調査・撤去指導事業費

5,005

◦排出事業者適正処理指導事業費 1,515

県境不法投棄対策

事業費

43,299 本県田子町及び岩手県二戸市の県境における

産業廃棄物不法投棄現場の環境再生対策、汚染

地下水の浄化、環境モニタリング等に要する経

費

◦環境再生対策事業費 735

◦汚染拡散防止対策事業費 28,044

◦環境モニタリング調査費 14,520

県境不法投棄現場

周辺対策事業費

440

債務負担

行為設定

額

3,000,000

⑴ 県境不法投

棄現場跡地再

生事業費

440 環境再生計画に基づく現場跡地の管理に要す

る経費

⑵ 風評被害対

策給付金

（債務負担行

為）

債務負担

行為設定

額

3,000,000

県境不法投棄事案に係る原状回復対策の実施

に伴う風評により経済的損失を受けた場合に、

県が当該被害の範囲内で損失を補てんするため

の給付金

白神山地世界自然

遺産登録30周年記

念事業費（新規）

28,305 自然保護思想の啓発と白神山地地域の持続的

発展を図るため、世界自然遺産登録30周年を契

機とした各種記念イベントを展開するとともに、

白神山地における校外学習や企業の環境保全研

修プログラムの創出等を行うのに要する経費

自然と生活を守る

大型獣管理対策事

業費

24,717 ニホンジカ、イノシシ及びツキノワグマの管

理体制の強化を図るため、関係機関との連携強

化、指定管理鳥獣の捕獲、目撃情報提供体制の

構築、狩猟者の技術向上等を行うのに要する経

費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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環境生活部

商工労働部

農林水産部

エネルギー

総合対策局

地域脱炭素総合対

策関連経費（将来

対応分）（新規）

289,599 2050年までの温室効果ガス排出実質ゼロの実

現に向けて、産業、家庭、運輸など各部門にお

ける二酸化炭素の排出抑制や再造林等による吸

収源対策、グリーン成長戦略関連産業の振興等

を推進するのに要する経費

⑴ 企業の脱炭

素シフト促進

事業費

11,781 県内企業の脱炭素経営を促進するため、金融

機関や事業者支援機関等との勉強会を開催する

とともに、経営者向けの環境経営セミナーや省

エネ診断等を支援する専門家派遣等を行うのに

要する経費

⑵ 中小企業等

グリーントラ

ンスフォーメー

ション推進事

業費

71,158 産業部門における脱炭素化の推進を図るため、

県内中小企業の経営者の意識啓発や脱炭素化と

生産性向上に向けた経営計画の策定及び設備の

導入に対して支援するとともに、県内企業のグ

リーン成長戦略関連産業への参入可能性を調

査・検討するのに要する経費

◦脱炭素化・カーボンニュートラル関連設備

導入支援事業費補助 52,938

補助金交付先 （一社）県工業会

事業実施主体 中小企業者

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 18,220

⑶ 積雪寒冷地

に対応した再

エネ熱・省エ

ネ導入支援事

業費

13,966 再エネ熱・省エネ導入による民生部門におけ

る脱炭素化の推進を図るため、施工事業者を対

象として技術に関する講習会等を開催するとと

もに、医療・福祉施設等における計画の策定及

び設備の導入に対して支援するのに要する経費

◦積雪寒冷地に対応した再エネ熱・省エネ導

入支援事業費補助 6,000

事業実施主体 県内企業・団体

補 助 率 ２
３

補 助 限 度 額 3,000

◦県推進事業費 7,966

⑷ 住まいと暮

らしの脱炭素

推進事業費

7,982 家庭部門の二酸化炭素排出量を減少させるた

め、住宅の高断熱化に向けた普及啓発イベント

や省エネ性能の高い家電への買い替えキャンペー

ンを実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑸ 運輸部門の

脱炭素クール

チョイス促進

事業費

9,517 運輸部門の二酸化炭素排出量を減少させるた

め、宅配便の再配達減少に向けた協議会を設置

し、必要な取組を実施・検証するとともに、交

通事業者等と連携してスマートムーブの促進に

向けた広報活動等を実施するのに要する経費

⑹ 持続可能な

林業経営に向

けた再造林推

進事業費

175,195 再造林の着実な実施と意欲ある林業事業体に

よる森林の集約化を推進するため、森林の集約

化及び再造林の低コスト化の取組に対する支援

等に要する経費

◦持続可能な林業経営に向けた再造林推進事

業費補助 174,600

補助金交付先 林業事業体

補助対象面積 200ha

補 助 率 定額

補 助 単 価

森 林 集 約 化 支 援 73千円／ha

低コスト再造林支援 800千円／ha

◦県推進事務費 595

環境生活部

警 察 本 部

青少年のネットセー

フティ加速化事業

費 （新規）

5,632 青少年の安全・安心なインターネット利用環

境づくりを推進するため、家庭のネットルール

づくりに向けたハンドブックの作成や民間事業

者等と連携した啓発、高校生を対象とした研修

会や広報活動等を行うのに要する経費

総 務 部

健康福祉部

社会保障関係費 85,951,835 介護保険関連経費 22,659,785

後期高齢者医療関連経費 17,922,211

国民健康保険関連経費 12,727,228

児童手当等負担金 2,178,946

教育・保育給付費負担金（Ｐ50参照）

12,389,919

子育て支援施設等利用給付費負担金（Ｐ50参照）

125,997

地域子ども・子育て支援事業費補助（Ｐ50参照）

1,662,347

障害者自立支援給付費関連経費 11,629,796

県立病院負担金（社会保障関係費分）（Ｐ54参

照） 2,959,253

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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私立専修学校授業料等減免事業費補助（Ｐ５参

照） 179,340

県立保健大学就学支援事業費 64,673

その他社会保障関係費（地域医療介護総合確保

基金関連経費を除く） 1,452,340

健康福祉部 新型コロナウイル

ス感染症対応関連

経費

41,558,113

うち４年

度２月補

正計上額

93,830

⑴ 受診・相談

センター相談

体制強化事業

費

61,476 各保健所に設置した受診・相談センターの相

談体制を強化するのに要する経費

⑵ 新型コロナ

ウイルス感染

症コールセン

ター設置運営

事業費

104,526 24時間体制の相談窓口であるコールセンター

を設置・運営するのに要する経費

⑶ 保健所感染

症対策体制強

化事業費

588,642 クラスター発生時等の感染症対策業務を円滑

に行うため、保健所の職員体制等を強化するの

に要する経費

◦保健所感染症対策体制強化事業費補助

506,199

補助金交付先 市

補 助 率 10
10（国10

10）

◦県事業費 82,443

⑷ 新型コロナ

ウイルス感染

症検査体制強

化事業費

3,152,170 青森県臨時Ｗｅｂキット検査センターを運営

するとともに、医療機関、薬局、民間検査機関

等において抗原検査等を実施するのに要する経

費

⑸ 地域外来・

検査センター

設置運営事業

費

23,764 検体採取を集中的に実施する地域外来・検査

センターを設置・運営するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑹ 感染症患者

医療費

442,398 感染症法の規定により、知事が入院勧告・措

置等をした新型コロナウイルス感染症患者に係

る医療費公費負担に要する経費

⑺ 新型コロナ

ウイルス感染

症対策設備等

整備事業費補

助

1,221,124 新型コロナウイルス感染症に対応する医療機

関の医療設備の整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 医療機関

補 助 率 10
10（国10

10）

⑻ 新型コロナ

ウイルス感染

症入院患者病

床確保事業費

28,445,827 新型コロナウイルス感染症患者の入院病床の

確保及び臨時の医療施設の設置・運営に要する

経費

◦新型コロナウイルス感染症入院患者病床確

保事業費補助 27,446,767

補助金交付先 医療機関

補 助 率 定額（国10
10）

◦県事業費 999,060

⑼ 新型コロナ

ウイルス感染

症軽症者等受

入体制確保事

業費

4,556,033 新型コロナウイルス感染症の軽症者等の療養

のため、宿泊施設の確保や青森県自宅療養者サ

ポートセンターの運営等を行うのに要する経費

◦新型コロナウイルス感染症軽症者等受入体

制確保事業費補助 687,969

補助金交付先 市

補 助 率 10
10（国10

10）

◦県事業費 3,868,064

⑽ 新型コロナ

ウイルス感染

症対応医療従

事者宿泊施設

確保支援事業

費補助

29,172 入院患者への対応に伴い深夜勤務となる医療

従事者の宿泊施設を確保するのに要する経費に

対する補助

補助金交付先 医療機関

補 助 率 10
10（国10

10）

⑾ 新型コロナ

ウイルス感染

症患者対応医

療機関感染防

止対策事業費

補助

112,728 新型コロナウイルス感染症患者の診察等を行

う医療機関の消毒に要する経費に対する補助

補助金交付先 医療機関

補 助 率 10
10（国10

10）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑿ 青森県新型

コロナウイル

ス感染症対策

専門家会議設

置事業費

3,567 新型コロナウイルス感染症対策に関する医学

的見地からの助言等を行う専門家会議を設置す

るのに要する経費

⒀ 新型コロナ

ウイルス感染

症対策専門家

派遣事業費

98,797 クラスター等が発生した医療機関や施設等に

感染症対策に係る専門家や医師・看護師等の医

療チームを派遣するのに要する経費

◦新型コロナウイルス感染症対策専門家派遣

事業費補助 9,884

補助金交付先 市

補 助 率 10
10（国10

10）

◦県事業費 88,913

⒁ 青森県新型

コロナウイル

ス感染症医療

対策会議設置

運営事業費

5,167 医療提供体制の確保及び対策の充実を図るた

めの新型コロナウイルス感染症医療対策会議を

設置するのに要する経費

⒂ 新型コロナ

ウイルスワク

チン接種体制

確保事業費

160,137 県内における迅速かつ確実なワクチン接種体

制の確保を図るため、ワクチンの流通調整やワ

クチン接種センターの設置・運営、専門的相談

体制の確保、住民への広報等を行うのに要する

経費

⒃ 新型コロナ

ウイルスワク

チン接種促進

事業費補助

1,069,478 ワクチン集団接種会場への医療従事者の派遣

や医療機関における個別接種体制の強化等に要

する経費に対する補助

補助金交付先 医療機関、中小企業等

補 助 率 10
10（国10

10）

⒄ 新型コロナ

ウイルスワク

チン接種会場

設置運営事業

費

228,163 ワクチン接種を円滑に実施するため、県によ

る広域接種会場を設置・運営するのに要する経

費

⒅ 飲食店感染

防止対策認証

事業費

147,761 飲食店における感染防止対策の徹底を図るた

め、県による第三者認証制度や飲食店の見回り

調査等を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦飲食店感染防止対策認証取得促進事業費補

助 27,000

補助金交付先 飲食事業者

補 助 率 10
10、

３
４

補 助 限 度 額 10万円／店､30万円／店

◦県推進事業費 120,761

⒆ 保健医療調

整本部事務費

45,559 県内の保健医療活動の総合調整を行う保健医

療調整本部と保健医療現地調整本部の運営に要

する経費

⒇ 社会福祉施

設等感染防止

対策等支援事

業費

1,061,624

うち４年

度２月補

正計上額

93,830

社会福祉施設等における感染予防に必要な備

品や設備の確保、感染症が発生した施設の職場

環境の復旧・改善等を支援するのに要する経費

◦社会福祉施設等の応援職員派遣支援事業費

4,810

◦保護施設等感染拡大防止対策事業費補助

1,500

◦介護施設等における感染拡大防止対策事業

費補助 279,468

◦介護サービス事業所等サービス提供体制確

保事業費補助 642,732

◦放課後児童健全育成事業費補助（感染症対

策分） 9,601

◦地域子育て支援事業費補助（感染症対策

分）（４年度２月補正計上） 53,712

◦児童養護施設等環境改善事業費（４年度２

月補正計上） 15,700

◦認可外保育施設環境改善事業費補助（４年

度２月補正計上） 9,100

◦児童福祉施設等代替職員設置費補助 549

◦一時保護所等体制強化事業費（４年度２月

補正計上） 4,897

◦障害福祉サービス等継続支援事業費補助

38,153

（うち４年度２月補正計上額10,421）

◦クラスター発生事業所等職員の心のケア事

業費 1,402

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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複数法人連携によ

る地域貢献協働事

業費補助

14,000 社会福祉法人等による地域における公益的な

取組を促進するため、複数法人による連携プラッ

トフォームの設置や協働事業の立ち上げ等を行

うのに要する経費に対する補助

補助金交付先 社会福祉法人等

補 助 率 定額（国10
10）

重層的支援体制整

備支援事業費

1,396 地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対

応する重層的な相談支援体制の構築を図るため、

市町村の体制整備を担う人材の養成研修を実施

するのに要する経費

生活困窮者自立支

援法関連経費

215,285 生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化

を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援、

就労準備支援、住居確保給付金の支給、生活福

祉資金貸付等の支援を行うのに要する経費

◦生活困窮者自立支援事業費 67,295

◦住居確保給付金（新型コロナウイルス感染

症対応分） 4,536

◦被保護者・生活困窮者就労準備支援事業費

25,557

◦生活困窮世帯児童等学習支援事業費（Ｐ46

参照） 15,481

◦生活困窮者家計改善支援事業費 7,256

◦生活福祉資金貸付費補助 16,146

◦生活困窮者自立支援制度従事者養成研修事

業費 870

◦要保護世帯向け不動産担保型生活資金貸付

費補助 3,772

◦日常生活自立支援事業費補助 74,372

※補助金交付先は県社会福祉協議会、補助率

は10
10（国１

２、県１
２）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ひとり親家庭住宅

支援資金貸付事業

費補助

5,972 ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援する

ための住宅支援資金貸付の実施に要する経費に

対する補助

補助金交付先 社会福祉法人等

補 助 率 10
10（国９

10、県１
10）

がん対策重点推進

事業費

80,305

⑴ がん検診受

診環境整備事

業費（新規）

9,773 がん死亡率の減少に向けたがん検診の受診率

の向上を図るため、事業所へのがん検診相談員

の派遣や子育て世代の受診を促進するための環

境整備を行うのに要する経費

⑵ がん診療連

携拠点病院等

機能強化事業

費

45,000 がん診療連携拠点病院等に求められる相談支

援、地域医療機関に対する研修及び院内の人材

養成等の実施に対する支援等に要する経費

◦がん診療連携拠点病院機能強化事業費補助

9,000

補助金交付先 八戸市立市民病院

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

◦地域がん診療病院機能強化事業費補助

16,000

補助金交付先 十和田市立中央病院、

むつ総合病院

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）

◦がん診療連携拠点病院機能強化事業費負担

金（Ｐ54参照） 20,000

負担金交付先 県立中央病院

⑶ がん相談支

援・情報提供

推進事業費

5,922 がん患者等の不安軽減を図るため、がんに関

する正しい知識や県内のがん医療等の情報を発

信するとともに、がんピアサポーターのスキル

アップ研修会を実施するのに要する経費

⑷ 全国がん登

録推進事業費

6,930 がん医療の質の向上、がんに関する情報提供

の充実及び科学的知見に基づいたがん対策のた

めの全国がん登録の実施等に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑸ 大腸がん検

診未受診者対

策事業費

10,840 本県のがん死亡率を特に押し上げている大腸

がんに係るがん検診受診率の向上を図るため、

市町村が実施するがん検診に対する支援等を行

うのに要する経費

◦大腸がん検診未受診者対策事業費補助

10,822

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 18

⑹ あおもり型

がん検診推進

事業費

1,840 科学的根拠に基づいたがん検診の推進を図る

ため、市町村や検診機関を対象とした研修や指

導助言等を行うのに要する経費

肝炎特別対策事業

費

106,207

⑴ 肝炎治療医

療費助成事業

費

82,563 肝炎治療の推進により肝がんへの進行を予防

するため、インターフェロン・インターフェロ

ンフリー・核酸アナログ製剤治療を必要とする

Ｂ型・Ｃ型ウイルス性肝炎患者に対する医療費

の一部を助成するのに要する経費

⑵ 肝がん・重

度肝硬変治療

研究促進事業

費

6,052 肝がん・重度肝硬変の予後の改善や生活の質

の向上、再発の抑制を図るため、Ｂ型・Ｃ型肝

炎ウイルスに起因する肝がん・重度肝硬変患者

に対する通院及び入院医療費の一部を助成する

のに要する経費

⑶ 肝炎検査関

連経費

6,335 肝炎ウイルス感染者や肝炎患者の早期発見・

早期治療による重症化を予防するため、検査を

実施するとともに、検査費用の一部を助成する

のに要する経費

◦緊急肝炎検査事業費 4,329

◦肝炎ウイルス検査陽性者初回精密検査費助

成事業費 568

◦職域肝炎ウイルス検査費助成事業費 1,248

◦肝炎ウイルス陽性者定期検査費助成事業費

190

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ 肝疾患診療

連携拠点病院

事業費補助

11,257 肝疾患診療連携拠点病院が実施する肝疾患相

談センターの運営や専門医療機関等との協議会

の開催等に要する経費に対する補助

補助金交付先 弘前大学医学部附属病院

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

糖尿病予防啓発運

動推進事業費

2,279 糖尿病に関する正しい知識を県民に浸透させ、

糖尿病の発症及び重症化の予防を図るため、全

県的なキャンペーンを展開するとともに、普及

啓発手法の効果検証を行うのに要する経費

あおもり型健康経

営支援事業費

3,766 青森県健康経営事業所の認定拡大を図るため、

認定取得及び認定更新に向けた研修会や制度を

周知するリーフレットの作成等を行うのに要す

る経費

若年世代に向けた

野菜摂取促進事業

費

7,664 食生活を通じた健康づくりを推進するため、

若年世代を対象とした野菜摂取促進に向けたセ

ミナーや啓発キャンペーン等を実施するのに要

する経費

ＱＯＬ健診県内展

開検証事業費

7,796 県民の健康的な生活習慣づくりを推進するた

め、弘前大学ＣＯＩが開発した「ＱＯＬ健診

（啓発型健診）」の本県の実情に合った展開方

法を検証するとともに、事業所等を対象とした

セミナーやＰＲガイドの作成等を行うのに要す

る経費

循環器病対策推進

事業費

4,801 青森県循環器病対策推進計画に基づく取組を

推進するための協議会を開催するとともに、循

環器病に関する正しい知識の普及啓発を行うの

に要する経費

歯と口の健康づく

り推進事業費

11,464 ライフステージに応じた歯と口の健康づくり

を推進するため、口腔保健支援センターを運営

するとともに、８０２０運動、歯周病等予防キャ

ンペーン及び市町村・高齢者施設等への訪問指

導等を行うのに要する経費

難病対策費 2,087,706 難病法に基づく特定医療費等の自己負担額の

全部又は一部を助成するのに要する経費

◦難病特定医療費 2,087,005

◦特定疾患治療研究事業費 701

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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骨髄ドナー助成事

業費補助

770 骨髄バンク事業における骨髄等提供環境の充

実を図るため、提供時の骨髄ドナー及びドナー

特別休暇を利用した場合の勤務先に助成するの

に要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（ほかに市町村１

２）

補 助 限 度 額

骨髄ドナー ７日間を上限として１日

当たり１万円（ドナー特

別休暇制度がない場合に

限る）

勤 務 先 ７日間を上限として１日

当たり５千円

医師確保対策関連

経費

598,570

債務負担

行為設定

額

27,000

⑴ 自治医科大

学運営費特別

分担金

134,000 本県出身医師を養成し、へき地医療を確保す

るための自治医科大学の運営に要する経費に対

する分担金

⑵ 医師修学資

金貸付金

17,046

債務負担

行為設定

額

27,000

本県出身の医学生で、将来、県内の病院・診

療所等に医師として勤務しようとする者に対し

修学資金を貸与するのに要する経費

貸与対象人員 ９人（うち新規分は県外

大学進学者３人）

⑶ 弘前大学医

学部入学生特

別対策事業費

補助

（電源三法交

付金活用事業）

118,262 弘前大学医学部入学生に対する修学資金等の

貸与に要する経費に対する補助

補助金交付先 県国民健康保険団体連合

会

補 助 率 １
２（ほかに市町村１

２）

ただし、当面の間は３
４（ほ

かに市町村１
４）

⑷ 地域医療支

援センター事

業費

87,564 地域医療支援センターにおいて、地域医療に

従事する医師のキャリア形成支援、医師に対す

る求人・就職等の情報発信や相談対応による医

師確保の促進等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦地域医療支援センター設置運営事業費

55,788

◦医師偏在対策事業費 2,465

◦医師臨床研修魅力発信・研修環境支援事業

費 20,499

◦へき地医療支援機構運営事業費 334

◦地域医療を担う人材育成事業費 4,429

◦若手医師フォローアップ事業費 3,207

◦新たな専門医制度対策事業費 842

⑸ 地域で活躍

する良医育成

推進事業費

105,000 地域医療構想の実現に向け、弘前大学医学部

附属病院にへき地等地域医療、周産期医療、障

害児医療及び脳神経外科専門医を志す医師を確

保・育成するための研究開発等を行う寄附講座

を設置するとともに、県南地域の周産期医療体

制及び下北地域の安定的な医療提供体制の確保

の取組を支援するのに要する経費

◦地域医療推進事業費 70,000

◦周産期専門医確保対策事業費補助 10,000

補助金交付先 八戸市立市民病院

補 助 率 １
２（ほかに市１

２）

◦下北圏域医療提供体制確保特別対策事業費

補助 25,000

補助金交付先 一部事務組合下北医療

センター

補 助 率 １
２

⑹ 医療勤務環

境改善支援セ

ンター運営事

業費

14,256 勤務環境改善に取り組む医療機関に対して総

合的・専門的な支援を行う医療勤務環境改善支

援センターの運営に要する経費

⑺ 医師相談窓

口設置事業費

4,404 県内医師が継続して働き続ける環境づくりを

推進するため、医師相談窓口を設置・運営する

のに要する経費

⑻ 地域医療勤

務環境改善体

制整備事業費

補助

118,038 医師の働き方改革を推進するため、医療機関

が勤務医の労働時間短縮に向けた取組を実施す

るのに要する経費に対する補助

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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看護職員資格取得

特別対策事業費

14,115 看護職員の育成・定着とひとり親家庭等の経

済的な自立を一体的に進めるため、ひとり親家

庭等の看護職員資格取得希望者と医療機関との

マッチングを行うとともに、医療機関が行う資

格取得費用等の貸付けを支援するのに要する経

費

◦看護職員資格取得特別対策事業費補助

13,358

補助金交付先 （公社）県医師会

事業実施主体 医療機関

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 757

ドクターヘリ運航

関連経費

585,639

⑴ ドクターヘ

リ運航事業費

572,267 県民の救命率の向上を図るため、県立中央病

院及び八戸市立市民病院によるドクターヘリ

（２機体制）の運航を実施するのに要する経費

⑵ ドクターヘ

リ運航維持管

理費負担金

13,372 県立中央病院におけるドクターヘリの運航・

維持管理に要する経費に対する負担金

有床診療所等スプ

リンクラー等施設

整備費補助

76,674 有床診療所等におけるスプリンクラー等の消

防設備の整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 有床診療所等

補 助 率 １
２（国１

２）

ハイリスク妊産婦

アクセス支援事業

費補助

2,700 安全安心に分べんできる環境整備と産科医療

体制の維持・充実を図るため、ハイリスク妊産

婦の周産期母子医療センターへの通院や待機宿

泊を支援するのに要する経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 対 象 者 ハイリスク妊産婦等

補 助 率 １
２（ほかに市町村１

２）

補 助 限 度 額 １人当たり５万円

病床数適正化推進

事業費補助

273,600 地域医療構想の推進に向け、医療機関が稼働

病床を一定以上削減することに伴う、医療機関

の減収相当額等に対する補助

補助金交付先 医療機関

補 助 率 定額

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ＩＣＴ活用遠隔・

在宅医療等支援関

連経費

29,920

⑴ へき地等地

域医療支援対

策事業費

15,420 へき地等における住民が安心して医療を受け

続けられる環境を整備するため、ＩＣＴの活用

による遠隔・在宅医療に対する取組を支援する

のに要する経費

◦へき地等地域医療支援対策事業費補助

15,000

補助金交付先 市町村等

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 420

⑵ オンライン

診療設備整備

費補助

14,500 医療機関における院内感染の防止や遠隔医療

の推進を図るためのオンライン診療の導入に要

する経費に対する補助

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２（国１

２）

地域医療介護総合

確保基金関連経費

9,261,709

債務負担

行為設定

額

13,488

地域における医療及び介護の総合的な確保を

図るため、病床の機能分化・連携の推進や医療・

介護従事者の確保・養成、介護施設等の整備、

在宅医療提供体制の構築に係る取組を充実・強

化するのに要する経費

⑴ 地域医療介

護総合確保基

金積立金

4,476,055 地域における医療及び介護の総合的な確保を

図る事業の実施及び支援のための基金の造成に

要する経費

⑵ 地域医療介

護総合確保対

策事業費（医

療分）

1,852,129

債務負担

行為設定

額

13,488

地域医療構想推進費 1,974

病床機能分化・連携推進施設設備整備費補助

785,699

◦回復期病床転換分 350,000

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

◦在宅医療推進分 30,000

補助金交付先 在宅医療等を提供する

医療機関等

補 助 率 １
２

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦用途変更等分 167,000

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

◦改築分 238,699

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

病床機能分化・連携推進施設設備整備費負担金

（Ｐ54参照） 2,000

負担金交付先 県立中央病院

病床数適正化推進事業費補助（Ｐ35参照）

273,600

在宅医療多職種連携研修事業費 4,000

若手医師に対する在宅医療研修事業費 552

モバイルＩＣＴによる救急医療情報共有体制整

備事業費補助（新規） 10,879

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

訪問看護推進事業費 2,747

訪問看護総合支援センター事業費（新規）

15,739

在宅歯科医療連携室整備事業費 3,511

へき地等地域医療支援対策事業費（Ｐ36参照）

15,420

在宅医療推進医療クラーク導入事業費補助

6,000

補助金交付先 在宅医療の拡大に取り組

む診療所

補 助 率 １
２

在宅医療推進事業費 23,930

◦在宅医療専門研修事業費 21,000

◦新人訪問看護職員研修事業費補助 2,930

補助金交付先 訪問看護ステーション

補 助 率 １
２

青森県小児在宅支援センター運営事業費（Ｐ52

参照） 40,800

歯科衛生士復職支援・離職防止等推進事業費

1,374

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―37―



弘前大学医学部入学生特別対策事業費補助（Ｐ

33参照） 118,262

地域医療支援センター事業費（Ｐ33参照）

87,564

地域で活躍する良医育成推進事業費（Ｐ34参照）

105,000

産科医確保支援事業費補助 21,994

補助金交付先 分娩手当を支給する病院

等

補 助 率 １
３

産科医確保支援事業費負担金（Ｐ54参照）

2,120

負担金交付先 県立中央病院

新生児医療担当医確保支援事業費補助 423

補助金交付先 新生児医療担当医手当を

支給する病院

補 助 率 １
３

新生児医療担当医確保支援事業費負担金（Ｐ54

参照） 486

負担金交付先 県立中央病院

新興・再興感染症対策研修事業費 913

医師相談窓口設置事業費（Ｐ34参照） 4,404

医療勤務環境改善支援センター運営事業費（Ｐ

34参照） 14,256

小児救急医療支援実施事業運営費補助 12,018

補助金交付先 市

補 助 率 ２
３

子ども医療電話相談事業費 16,581

病院内保育所運営費補助 5,619

補助金交付先 民間立病院及び診療所

補 助 率 １
３

看護師等修学資金貸付金 18,336

（債務負担行為設定額 13,488）

看護師等確保・資質向上推進事業費 4,062

新人看護職員研修事業費補助 12,063

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

新人看護職員研修事業費負担金（Ｐ54参照）

1,234

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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負担金交付先 県立中央病院、県立つく

しが丘病院

新人看護職員離職防止・定着促進事業費 885

看護教員養成講習会参加支援事業費補助 972

補助金交付先 看護師等養成所

補 助 率 定額

認定看護師等育成支援事業費補助 6,800

補助金交付先 医療機関

補 助 率 １
２

看護師等養成所運営費補助 106,977

補助金交付先 看護師等養成所

補 助 率 定額

ナースセンター事業費 4,897

地域医療勤務環境改善体制整備事業費補助（Ｐ

34参照） 118,038

⑶ 地域医療介

護総合確保対

策事業費（介

護分）

2,933,525 地域密着型サービス等提供施設整備費補助

704,899

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、

医療法人等

補 助 率 定額

施設開設準備経費等支援事業費補助 710,611

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、

医療法人等

補 助 率 定額

介護予防拠点における防災意識啓発の取組支援

事業費補助 500

補助金交付先 市町村

補 助 率 定額

介護施設等における看取り環境整備推進事業費

補助 31,500

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、

医療法人等

補 助 率 定額

介護職員の宿舎施設整備事業費補助 99,864

補助金交付先 市町村、社会福祉法人、

医療法人等

補 助 率 １
３

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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定期借地権設定のための一時金の支援事業費補

助（新規） 9,450

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

介護施設等における感染拡大防止対策事業費補

助（Ｐ28参照） 279,468

介護職の魅力発信事業費補助 2,165

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

介護体験型理解促進事業費 5,928

地域で取り組む介護人材養成確保推進事業費補

助 3,390

補助金交付先 介護福祉士養成施設

補 助 率 10
10

福祉・介護人材確保対策事業費 32,053

◦福祉・介護人材確保対策事業費補助 16,892

補助金交付先 県社会福祉協議会、介

護福祉士養成施設等

補 助 率 10
10

◦県推進事業費 15,161

介護人材発掘育成事業費 17,338

福祉・介護人材マッチング機能強化事業費

9,530

福祉系高校修学資金貸付事業費補助（Ｐ44参照）

2,120

介護福祉士修学資金等貸付事業事務費補助（Ｐ

45参照） 4,934

外国人留学生奨学金給付等支援事業費補助 480

補助金交付先 市町村

補 助 事 業 者 介護事業所

補 助 率 １
３（ほかに市町村１

３）

老人クラブ事務手続き等支援事業費補助 3,827

補助金交付先 （公財）県老人クラブ連合会

補 助 率 10
10

介護生産性向上推進総合事業費（新規） 21,788

介護人材育成認証評価制度事業費 18,619

介護ロボット導入支援事業費補助 70,200

補助金交付先 介護事業所

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補 助 率 ３
４、１

２
あおもりノーリフティングケア推進事業費

14,600

介護事業所ＩＣＴ導入支援事業費補助 93,600

補助金交付先 介護事業所

補 助 率 ３
４、１

２
新介護職員応援イベント開催事業費 1,209

新採用介護職員人材育成・定着支援事業費補助

949

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

介護事業所内保育施設運営費補助 42,863

補助金交付先 介護事業所内保育施設を

設置・運営する法人

補 助 率 ２
３

外国人介護福祉士候補者学習支援事業費補助

3,180

補助金交付先 介護事業所

補 助 率 定額

外国人介護人材受入環境整備事業費補助 3,000

補助金交付先 介護事業所

補 助 率 定額

補助対象事業 介護技能向上のための集

団研修等の実施

外国人介護人材受入施設環境整備事業費補助

6,543

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

介護サービス事業所等サービス提供体制確保事

業費補助（Ｐ28参照） 642,732

アセッサー講習受講支援事業費補助 1,295

補助金交付先 介護事業所

補 助 率 10
10

チームワーク強化支援事業費補助 1,726

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

介護職員階層別研修事業費補助 3,000

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補 助 率 10
10

補助対象事業 初任者・中堅職員・管理

者向けの研修の実施

介護施設等における防災リーダー養成事業費

2,260

介護現場におけるハラスメント対策事業費補助

（新規） 738

補助金交付先 （一社）県介護福祉士会

補 助 率 10
10

介護支援専門員資質向上事業費 15,201

◦介護支援専門員資質向上事業費補助 9,679

補助金交付先 （公社）県介護支援専門員

協会

補 助 率 10
10

◦県推進事業費 5,522

認知症サポート医養成事業費 2,284

認知症初期集中支援チーム員・認知症地域支援

推進員育成事業費 3,172

認知症対応力向上研修事業費 6,444

介護従事者向け認知症介護研修事業費 241

認知症サポーター活動促進事業費 496

地域における認知症施策の底上げ・充実のため

の重点支援事業費 880

市民後見推進事業費補助 2,372

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（複数市町村による共

同実施の場合２
３）

介護従事者向け権利擁護研修事業費補助 923

補助金交付先 （公社）県社会福祉士会

補 助 率 10
10

補助対象事業 介護従事者向けの権利擁

護、虐待防止等の研修の

実施

看護職員向け高齢者権利擁護等研修事業費補助

512

補助金交付先 （公社）県看護協会

補 助 率 10
10

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助対象事業 介護サービスに従事する

看護職員等向けの権利擁

護、虐待防止等の研修の

実施

介護職員等医療的ケア研修事業費 21,416

医療介護連携推進事業費 3,569

介護施設における医療介護連携人材養成事業費

補助 8,239

補助金交付先 （公社）県医師会

補 助 率 10
10

補助対象経費 介護職員の准看護師資格

取得のための修学資金貸

付の実施

行政・地域・多職種連携による青森県型地域共

生社会推進事業費（新規）（Ｐ15参照） 16,771

介護施設における看護職員の資質向上推進事業

費補助 1,505

補助金交付先 （公社）県看護協会

補 助 率 10
10

補助対象事業 認定看護師による介護施

設の訪問研修の実施

地域包括支援センター職員等研修事業費 1,099

訪問介護サービス提供責任者研修事業費補助

647

補助金交付先 （公社）県老人福祉協会

補 助 率 10
10

あおもり高齢者すこやか自立プラン推進協議会

設置費 1,395

新型インフルエン

ザ等対策推進事業

費

29,680 新型インフルエンザ等対策行動計画に基づく

抗インフルエンザウイルス薬の備蓄及び医療提

供体制の整備等に要する経費

食の安全を担う獣

医師確保対策事業

費

12,094

債務負担

行為設定

額

12,960

県の獣医師職員不足に対処するための修学資

金の貸与、獣医師確保に向けた特別講座・交流

会の開催及びネットワーク体制の整備に要する

経費

◦獣医師修学資金貸付金 10,800

貸 与 対 象 者 獣医系大学に在籍する

４年生以上の学生

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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貸与対象人員 ５人

◦県推進事業費 1,294

生活基盤施設耐震

化等交付金

1,063,913 水道事業者の運営基盤を強化するため、水道

施設等の耐震化や水道事業の広域化を支援する

のに要する経費に対する交付金

交付金交付先 水道事業者（市町村、一

部事務組合）

交 付 率 １
２（国１

２）、４
10（国４

10）、

１
３（国１

３）、１
４（国１

４）

認知症の人の活躍

推進事業費

5,733 認知症の人の地域における活躍や社会参加を

推進するため、認知症ピアサポーターの養成や

活動の場づくりの検討及びモデル運用等を行う

とともに、若年性認知症に関する普及啓発や研

修会を実施するのに要する経費

介護福祉士修学資

金等貸付関連事業

費

12,237 地域の福祉・介護人材の着実な育成・確保を

図るため、一定期間県内において介護福祉士等

としての業務に就いた場合、返還が免除となる

介護福祉士修学資金等貸付事業の貸付原資等を

支援するのに要する経費

◦介護福祉士修学資金等貸付事業費補助

4,313

貸付対象者 県内の介護福祉士等養成

施設に入学する者、介護

職員として就職しようと

する者

◦福祉系高校修学資金貸付事業費補助 2,120

貸付対象者 県内の福祉系高校生

◦福祉系高校修学資金返還充当資金貸付事業

費補助 270

貸付対象者 福祉系高校修学資金を借

り受け、介護以外の障害

福祉等福祉分野の介護職

として就職した者

◦障害福祉分野就職支援金貸付事業費補助

600

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―44―



貸付対象者 障害福祉分野における介

護・障害福祉職に新規参

入した者

◦介護福祉士修学資金等貸付事業事務費補助

4,934

※補助金交付先は県社会福祉協議会

※補助率は１
10（ほかに国９

10）、10
10

高齢者のフレイル

予防推進事業費

19,279 高齢者のフレイル予防を推進するため、フレ

イル予防についての普及啓発や「つどいの場」

の充実に向けた関係者情報交換会、ＩＣＴの活

用によるフレイル予防の効果検証等を行うのに

要する経費

地域介護・福祉空

間整備等施設整備

事業費補助

154,194

うち４年

度２月補

正計上額

138,294

介護施設等における防災対策のための設備等

の整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 介護事業所

補 助 率 ３
４（国１

２、県１
４）

国民健康保険関連

事業費

（国民健康保険特

別会計）

121,781,376

一般会計

から特別

会計への

繰出金

7,641,035

国民健康保険の財政運営の責任主体として、

保険給付費等交付金等の交付、事業費納付金の

徴収、財政の安定化を図るための基金の造成、

その他保険事業を円滑に運営するのに要する経

費

◦保険給付費等交付金 96,394,777

◦後期高齢者支援金等 18,370,560

◦前期高齢者納付金等 42,316

◦介護納付金 6,522,307

◦特別高額医療費共同事業費拠出金 275,496

◦国民健康保険財政安定化基金積立金 120

◦国民健康保険推進事業費 19,120

◦横断的データ分析に基づく保健事業充実強

化事業費 156,680

青森福祉庁舎環境

向上事業費（新規）

22,616

債務負担

行為設定

額

156,660

青森福祉庁舎において、児童相談所一時保護

所の個室化等に対応するための増築に要する経

費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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子どもの貧困対策

関連経費

179,537

⑴ 子どもの貧

困対策推進事

業費

578 子どもの貧困対策を総合的に推進するための

計画の進捗管理に要する経費

⑵ 子どもの学

習支援等関連

経費

15,979 子どもの貧困の連鎖を防止するため、生活困

窮世帯の児童等に対する学習講習会を実施する

とともに、市町村が行う子どもの生活・学習支

援事業を支援するのに要する経費

◦生活困窮世帯児童等学習支援事業費 15,481

◦ひとり親家庭等生活向上事業費補助 498

補助金交付先 市

補 助 率 ３
４（国１

２、県１
４）

⑶ 子どもの未

来応援ネット

ワーク強化事

業費

10,228 様々な課題を抱える子どもや保護者へ支援が

届くようにするため、子どもの貧困対策に関す

るネットワーク会議を開催するとともに、子ど

もの居場所づくりに向けた研修会や子どもの生

活実態調査を実施するのに要する経費

⑷ 家庭福祉対

策教育支援貸

付事業費補助

73,755 学ぶ意欲と能力のある子どもの教育機会の確

保と貧困の連鎖解消を図るため、一定の条件を

満たす生徒に対し、大学入学時に必要となる受

験費用等の一時的経費を支援するための奨学金

制度の実施に要する経費に対する補助

補助金交付先 （公財）県育英奨学会

補 助 率 10
10

補助対象経費 大学に進学する生徒に対

する受験費用等の一時的

経費の貸付原資及び事務

費

貸 与 金 額 60万円／人以内

※大学を卒業後、県内に就業・居住し一定

の条件を満たす場合全額返還免除

⑸ 看護職員資

格取得特別対

策事業費

14,115 （Ｐ35参照）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑹ 仕事と子育

ての両立に向

けたひとり親

家庭サポート

促進事業費

12,363 ひとり親家庭等の自立に向けた相談・支援体

制の強化を図るため、ワンストップ相談体制の

構築、弁護士等の専門相談員の配置、各種媒体

を活用した相談窓口等の周知、ひとり親に対す

る保育園等への送迎・一時保育支援等を行うの

に要する経費

⑺ ひとり親家

庭等相談機能

強化事業費

927 ひとり親家庭等の自立を支援する相談体制の

強化を図るため、支援の中心的役割を担う母子

父子自立支援員及び就業支援専門員等の資質向

上の研修を実施するとともに、制度を広く周知

するパンフレットの作成・配布等を行うのに要

する経費

⑻ 母子家庭等

就業・自立支

援センター事

業費

23,296 ひとり親家庭等の自立を支援するため、就業

に係る相談、講習会、情報提供等を行う母子家

庭等就業・自立支援センターの運営等に要する

経費

⑼ 母子家庭等

自立支援給付

事業費

15,020 母子家庭等が自立し、安定した生活を営むた

め、能力開発や資格取得に向けた講座及び高等

職業訓練の受講等に対する支援に要する経費

◦母子家庭等自立支援給付費補助 14,901

◦県事務費 119

⑽ ひとり親家

庭高等職業訓

練促進資金貸

付事業費補助

1,420 ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援する

ため、高等職業訓練促進給付を活用した資格取

得と就業を促進するためのひとり親家庭等高等

職業訓練促進資金貸付事業の実施に要する経費

に対する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 １
10（ほかに国９

10）

補助対象経費 高等職業訓練促進給付金

を活用して養成機関に在

学する者に対する入学準

備金等の貸付原資及び事

務費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑾ ひとり親家

庭住宅支援資

金貸付事業費

補助

5,972 （Ｐ30参照）

⑿ 高等学校卒

業程度認定試

験合格支援事

業費補助

450 ひとり親家庭の生活の安定と自立を支援する

ため、高校を卒業していないひとり親家庭の親

又は子が高等学校卒業程度認定試験に合格する

ための講座を受講するのに要する経費に対する

補助

補助金交付先 高校を卒業していないひ

とり親家庭の親又は子

補 助 率 定額（国３
４、県１

４）

⒀ 児童福祉施

設入所児童等

自立能力強化

事業費補助

3,800 児童養護施設入所児童等の自立を支援するた

め、入所児童等の就職に向けた資格取得又は大

学進学等に要する経費に対する補助

補助金交付先 児童養護施設等を設置す

る社会福祉法人及び里親

補 助 率 定額

⒁ 児童養護施

設退所者等自

立支援資金貸

付事業費補助

1,634 児童養護施設退所者等の生活の安定と自立を

支援するため、就職又は大学等への進学に当た

り安定した生活基盤を確保するための児童養護

施設退所者等自立支援資金貸付事業の実施に要

する経費に対する補助

補助金交付先 社会福祉法人

補 助 率 １
10（ほかに国９

10）

補助対象経費 住居や生活費など安定し

た生活基盤の確保が困難

な児童養護施設退所者等

に対する家賃相当額等の

貸付原資及び事務費

ヤングケアラー支

援体制構築事業費

14,534 実態が表面化しにくいヤングケアラーについ

て、福祉、介護、医療、教育等の関係機関が連

携した支援体制を構築するとともに、関係機関

職員を対象としたセミナーやピアサポーターに

よる相談支援を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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子ども・子育て環

境整備事業費

（新規）

18,561 安心して生活できる子ども・子育て環境を整

備するため、県民の意識やニーズ等を把握する

調査を実施するとともに、子育てに関する情報

等を集約した総合サイトの構築、市町村の子ど

も家庭総合支援拠点やこども家庭センターの設

置に向けた研修会、アドバイザーの派遣等を行

うのに要する経費

出産・子育て応援

事業費 （新規）

1,903,357

うち４年

度２月補

正計上額

1,393,909

妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てが

できる環境整備を推進するため、妊娠期から出

産・子育てまで一貫して身近で相談に応じ、様

々なニーズに即した必要な支援につなぐ「伴走

型相談支援」と出産育児関連用品の購入費助成

や子育て支援サービスの利用負担軽減を図る

「経済的支援」を一体として実施するのに要す

る経費

◦出産・子育て応援事業費補助 1,859,471

補助金交付先 市町村

補 助 率 ５
６（国２

３、県１
６）、

３
４（国１

２、県１
４）、

10
10（国10

10）

◦県推進事業費 43,886

あおもり結婚ムー

ブメント創出事業

費 （新規）

50,113 社会全体での結婚支援を総合的に推進するた

め、市町村や民間団体と連携し、結婚応援イベ

ントの開催や婚活イベントモデルの構築、結婚

支援情報誌の作成に取り組むとともに、結婚を

希望する男女のマッチングシステムの運営等を

行うのに要する経費

子どもを産み育て

やすい環境づくり

強化事業費補助

60,196 市町村が行う結婚に伴う新生活のスタートアッ

プに係るコストの軽減に要する経費に対する補

助

補助金交付先 市町村

補 助 率 ２
３（国２

３）、１
２（国１

２）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり働き方改

革推進企業認証制

度事業費

772 従業員等の結婚から子育ての希望の実現を目

指し、働きやすい環境づくりを推進する企業を

認証するあおもり働き方改革推進企業認証制度

を実施するのに要する経費

保育サービス事業

所等認証評価制度

事業費

2,555 保育所等を経営する法人の職員処遇や職場環

境の改善及び保育サービスの充実等に関する取

組等を評価する保育サービス事業所等認証評価

制度を実施するのに要する経費

保育士・保育所支

援センター事業費

20,844 保育士の専門性向上と質の高い人材の安定的

な確保を図るため、保育士人材バンクを活用し

た潜在保育士の就職支援、保育士等の相談支援、

保育士研修等を実施する保育士・保育所支援セ

ンターの設置・運営を行うのに要する経費

保育士修学資金等

貸付事業費補助

74,830

うち４年

度２月補

正計上額

66,364

国の保育人材確保対策の強化に呼応した保育

士修学資金等貸付事業の実施に要する経費に対

する補助

補助金交付先 県社会福祉協議会

補 助 率 10
10（国９

10、県１
10）

補助対象経費 保育士の資格取得に要す

る修学資金、再就職のた

めの準備金、ファミリー

サポート事業等の利用料

金の貸付原資及び事務費

教育・保育給付費

負担金

12,389,919 子ども・子育て支援新制度における認定こど

も園、保育所、幼稚園等の運営に要する経費に

対する負担金

負担金交付先 市町村

負 担 率 １
４、１

２

子育て支援施設等

利用給付費負担金

125,997 幼児教育・保育の無償化に係る認可外保育施

設等の運営に要する経費に対する負担金

負担金交付先 市町村

負 担 率 １
４（ほかに国１

２）

地域子ども・子育

て支援事業費補助

1,662,347 市町村子ども・子育て支援事業計画に従って

市町村が地域の実情に応じて実施する子ども・

子育て家庭等を対象とする事業に要する経費に

対する補助

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦放課後児童健全育成事業費補助 828,408

◦地域子育て支援事業費補助 833,939

※補助金交付先は市町村、補助率は１
３（ほか

に国１
３）、１

６（ほかに国２
３）

保育料軽減事業費

補助

60,803 出生率の向上及び親が安心して子どもを生み

育てる環境づくりに資するため、第３子以降の

３歳未満児に係る保育料を軽減するのに要する

経費に対する補助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

軽 減 内 容

第 ４ 階 層 第３子以降の子どもの保

育料の２
３を減額

第５階層以上 第３子以降の子どもの保

育料と国基準額の１
２の額

との差額の２
３を減額

乳幼児はつらつ育

成事業費補助

701,313 乳幼児を健やかに育てるため、市町村が行う

乳幼児医療費給付事業に要する経費に対する補

助

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

補 助 対 象 者 就学前児童

妊娠ＳＯＳ相談支

援事業費（新規）

13,038 予期せぬ妊娠等により身体的・精神的な悩み

や不安を抱えた若年妊婦等が、身近な地域で必

要な支援を受けられるよう、専門職による窓口

相談やアウトリーチによる相談等を実施するの

に要する経費

医療的ケア児関連

事業費

80,068 医療的ケア児とその家族が安心して生活でき

る地域づくりを推進するため、「青森県小児在

宅支援センター」を運営し、家族や関係機関へ

の相談・情報提供・人材育成等の支援体制を強

化するとともに、医療的ケア児等に関するコー

ディネーターや看護師等の確保・育成、短期入

所施設の開設促進、保育所等の受入体制の整備

等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦医療的ケア児支援体制検討部会設置事業費

878

◦青森県小児在宅支援センター運営事業費

40,800

◦医療的ケア児支援地域展開促進事業費

12,799

◦医療的ケア児支援ネットワーク促進事業費

1,077

◦医療的ケア児保育所等受入促進事業費

2,972

◦医療的ケア児保育支援事業費補助 21,542

補助金交付先 市町村

補 助 率 ５
６（国２

３、県１
６）、

３
４（国１

２、県１
４）

発達障害者支援セ

ンター関連事業費

64,129 発達障害者及びその家族への支援を総合的に

展開するため、発達障害者支援センターを県内

３箇所に設置・運営するとともに、支援スキル

アップ研修及び初診待機解消モデル事業等を行

うのに要する経費

◦発達障害者支援センター運営事業費 56,001

◦発達障害者支援体制整備事業費 8,128

障害福祉サービス

事業所等認証評価

制度事業費

2,797 障害福祉サービス事業所等における職員処遇

や職場環境の改善及び提供サービスの充実等に

関する取組等を評価する障害福祉サービス事業

所等認証評価制度を実施するのに要する経費

障害者意思疎通手

段・手話言語普及

啓発事業費

3,000 障害者が意思疎通手段を利用しやすい環境づ

くりを推進するための研修会や動画配信等によ

る普及啓発を行うのに要する経費

ねむのき会館改築

事業費

240,020 老朽化したねむのき会館の改築について、体

育館の新築、プール解体等を行うのに要する経

費

継続費設定分 181,453

全 体 計 画 令和５年度～６年度

全体事業費 451,627

単年度事業分 58,567

プール解体等

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ひきこもり地域支

援センター設置運

営事業費

7,062 ひきこもりの状態にある本人や家族を支援す

るため、ひきこもり支援コーディネーターによ

る相談支援、市町村の相談体制強化に向けた専

門家チームの派遣、ひきこもり支援の人材育成

研修等を実施するひきこもり地域支援センター

の設置・運営を行うのに要する経費

自殺対策関連経費 78,537

⑴ 県民のいの

ちを支え守る

ための重点対

策事業費

（新規）

39,076 （Ｐ16参照）

⑵ 心のヘルス

アップ事業費

363 自殺対策推進本部及び自殺対策連絡協議会の

開催等に要する経費

⑶ 生活と健康

をつなぐ法律

相談事業費

2,526 こころの健康支援専門員による相談電話を設

置し、県民の法的な問題の解決やこころの相談

に対応するのに要する経費

⑷ あおもりい

のちの電話相

談事業費補助

1,832 自殺防止に取り組むＮＰＯ法人が行う電話相

談事業に要する経費に対する補助

補助金交付先 ＮＰＯ法人あおもりいの

ちの電話

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

⑸ 地域自殺対

策推進センター

運営事業費

3,218 自殺に関する市町村への相談支援や地域の関

係機関の連携調整、人材育成研修等を実施する

地域自殺対策推進センターの設置・運営に要す

る経費

⑹ 地域自殺対

策強化事業費

31,522 地域の実情に応じた自殺対策を強化するため、

市町村ごとの対策の検討・実施等に対する支援

等を行うのに要する経費

◦地域自殺対策強化事業費補助 28,269

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２（国１

２）、２
３（国２

３）、

10
10（国10

10）

◦北東北自殺対策フォーラム開催費補助 602

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助金交付先 民間団体

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

◦県推進事業費 2,651

県立中央病院費 4,275,217

⑴ 負担金 4,075,217 不採算部門運営費 1,635,399

企業債等償還金 629,869

医療備品等整備費 9,440

共済組合長期追加費用 157,739

自治医科大学卒医師研修対策事業費 123,299

高度・先進医療等関連経費 55,562

新型コロナウイルス感染症入院病床確保事業費

1,463,909

⑵ 貸付金 200,000 運転資金貸付金 200,000

県立つくしが丘病

院費

827,065

⑴ 負担金 527,065 不採算部門運営費 457,379

企業債等償還金 53,609

医療備品等整備費 400

共済組合長期追加費用 15,418

新人看護職員研修事業費 259

⑵ 貸付金 300,000 運転資金貸付金 300,000

健康福祉部

教育委員会

県民の未来の健康

創造事業費（将来

対応分）（新規）

22,980 肥満傾向を改善し、「生涯健康」の基盤づく

りを進めるため、児童生徒及びその保護者の生

活習慣の実態を調査し、楽しく生活習慣を改善

するための取組を検討するとともに、家庭と学

校の両面からの生活習慣の改善に向けて、教員

向けの研修会や家族で参加できる健康イベント

を開催するのに要する経費

病 院 局

（病院事業

会計）

共同経営・統合新

病院基本構想・計

画策定等事業費

66,052 県と青森市の共同経営・統合新病院整備に向

けた検討を行うとともに、共同経営・統合新病

院基本構想・計画の策定に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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商工労働部 中小企業団体中央

会補助

140,668 中小企業団体中央会が行う指導事業等に要す

る経費に対する補助

補助金交付先 中小企業団体中央会

補 助 率 10
10

経営改善普及事業

費補助

1,270,663 商工会議所及び商工会が行う経営改善普及事

業等に要する経費に対する補助

補助金交付先 商工会連合会、商工会議

所

補 助 率 10
10

商工会連合会指定

事業費補助

206,740 商工会連合会が行う商工会指導事業等に要す

る経費に対する補助

補助金交付先 商工会連合会

補 助 率 10
10

持続可能な買い物

支援サービス網構

築事業費

19,205 地域の食品スーパー等を核とした持続可能な

買い物支援サービス網の構築を図るため、関係

機関等による研究会を開催するとともに、交通

手段を持たない買い物弱者に対する送迎サービ

スの実証及び効果検証等を行うのに要する経費

制度金融実施費 56,526,000 中小企業者の事業活動の促進及び経営の安定

を図るため、各種制度金融を実施するための貸

付金

区 分 貸付金 融資枠

特別保証融資制度貸付金 55,758,000 500億円

うち感染症対策分 35,951,000 100億円

中小企業団体中央会貸付金 768,000 30億円

※特別保証融資制度「経営安定化サポート資金

『災害枠』」に新型コロナウイルス感染症対

策のための融資枠40億円を確保

※伴走支援型借換資金の融資枠70億円を確保

新型コロナウイル

ス感染症金融対策

関連経費

809,408 青森県特別保証融資制度「経営安定化サポー

ト資金『災害枠』」のうち、新型コロナウイル

ス感染症対策分に係る貸付金利の一定期間無利

子化及び信用保証料の軽減に要する経費に対す

る補助

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦新型コロナウイルス感染症中小企業経営再

建特別対策事業費補助 768,872

補助金交付先 県内金融機関

利 子 補 給 率 当初３年間0.9％（国

10
10又は県10

10）

対 象 事 業 者 令和２年度に一定の保

証制度を申し込み、令

和３年５月31日までに

融資実行された中小企

業者

◦新型コロナウイルス感染症金融対策事業費

補助 40,536

補助金交付先 県信用保証協会

補 助 率 保証料相当額の３
10

対 象 事 業 者 一定の保証制度を適用

した中小企業者

特別保証融資制度

災害復旧枠関連経

費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

20,757 青森県特別保証融資制度「平成23年東北地方

太平洋沖地震中小企業災害復旧枠」に係る貸付

金利の無利子化及び信用保証料の免除に要する

経費に対する補助

◦東北地方太平洋沖地震被災中小企業経営再

建特別対策事業費補助 11,208

◦青森県信用保証協会補助 9,549

創業・成長産業推

進金融対策事業費

補助

100,333 青森県特別保証融資制度「『選ばれる青森』

への挑戦資金」のうち、創業や県の重点推進分

野等に係る信用保証料の軽減に要する経費に対

する補助

補助金交付先 県信用保証協会

補 助 率 保証料相当額の３
10（金融

機関提案枠のうち１千万

円を超える設備資金の場

合４
10）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり創業・起

業支援強化事業費

27,461 創業・起業による多様な雇用の場の創出を図

るため、女性やＵＩＪターン希望者等と先輩起

業家との交流会を行うとともに、インキュベー

ションマネジャーによる県内外での伴走型個別

支援や地域課題の解決に資するビジネスプラン

の構築支援等を行うのに要する経費

継ぎたい・継がせ

たい事業者支援促

進事業費（新規）

14,533 中小企業等の円滑な事業承継を促進するため、

市町村と連携してマッチングのモデルを構築す

るとともに、事業承継の普及・促進に向けたセ

ミナーやマスメディアを活用した情報発信等を

行うのに要する経費

あおもりクラフト

販売体制構築事業

費

11,795 地域資源を活用した産業の振興を図るため、

工芸品販売の実践力を身に付けた人材を育成す

るとともに、首都圏ライフスタイルショップと

連携した商品開発やテスト販売の支援等を行う

のに要する経費

食品事業者等販路

開拓支援事業費

10,713 食品事業者等の販売力の向上を図るため、専

門家による個別指導を行うとともに、ＥＣサイ

トを活用したテスト販売の実施や展示会への出

展を支援するのに要する経費

神戸とつながり発

展するビジネス交

流推進事業費

15,678 神戸市の企業とのビジネス交流の推進を図る

ため、企業のニーズを調査し、県内企業との

マッチングを支援するとともに、メディア等を

活用した情報発信、交流イベント、ビジネス連

携モデルの創出等の取組を行うのに要する経費

デジタル・グリー

ン関連産業誘致促

進事業費

19,656 デジタル・グリーン関連産業の立地を推進す

るため、対象企業の立地意向調査を行い、展示

会やオンライン等によるセールス活動を実施す

るとともに、県内オフィス物件等の情報発信や

試行的なオフィスの提供等を行うのに要する経

費

食関連産業集積促

進事業費

7,276 食関連産業の集積を促進するため、東北圏を

市場とした企業への訪問を行うとともに、オン

ラインによるマッチングセミナーや展示会を活

用したセールス活動を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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物流関連拠点誘致

促進事業費

5,191 物流関連拠点の立地を推進するため、県内外

企業のニーズ調査に基づき、対象企業への企業

訪問や展示会等におけるセールス活動を実施す

るのに要する経費

青森県産業立地促

進費補助

（発電用施設等所

在市町村等企業導

入促進基金活用事

業）

820,361

債務負担

行為設定

額

3,000,000

県内への企業誘致、本社機能移転及び誘致企

業の県内における設備投資を促進するための工

業開発プロジェクト地域等に立地する誘致企業

等に対する補助

対象企業 誘致企業、金矢工業団地又は

青森中核工業団地に立地する

県内企業、誘致企業等に建物

及び設備をリースする企業

補助率及び補助限度額

新設分

補助要件
（投資額及び
雇用人数）

補助率及び補助限度額

むつ小川
原開発地
区

青森中核
・金矢工
業団地

左記以外

１億円以上
かつ10人以上

５
100

３億円

３億円以上
かつ20人以上

10
100

５億円

20
100

５億円

10
100

３億円

30億円以上
かつ30人以上

10
100

10億円

20
100

10億円

10
100

５億円

60億円以上
かつ60人以上

10
100

15億円

20
100

15億円

10
100

８億円

100億円以上
かつ100人以
上

10
100

20億円

20
100

20億円

10
100

10億円

増設分

補 助 要 件
（投資額及び雇用人数）

補 助 率 及 び
補 助 限 度 額

２億円以上かつ５人以上

5
100

５千万円

４億円以上かつ10人以上

10
100

１億円

※増設分は、誘致企業が対象で１企業１回限り

※本社機能移転分は、補助要件を５千万円以上

かつ２人以上に緩和し、全ての補助率に ５
100

上乗せする

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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※金矢工業団地に立地する場合、補助要件を１

億円以上かつ５人以上に緩和する

※サプライチェーンの再構築・分散及びＢＣＰ

対策のための拠点整備は、新設１億円以上か

つ10人以上の場合、補助率 15
100 、限度額３億

円、新設３億円以上かつ20人以上の場合、補

助率 20
100 、限度額10億円、増設１億円以上か

つ５人以上の場合、補助率 15
100 、限度額５千

万円

※補助率及び補助限度額は、立地地区、業種、

補助対象経費等により異なる場合もある

ＩＴ・コンタクト

センター関連産業

立地促進費補助

200,257

債務負担

行為設定

額

227,500

ＩＴ・コンタクトセンター関連産業の誘致を

促進するためのコンタクトセンター等を設置す

る企業に対する補助

◦コンタクトセンター関連産業分

・新設分

補助金交付先 コンタクトセンター

を設置する企業で県

内からの常用雇用者

数が５名以上の企業

補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料
１
４

施 設 改 修 費 １
４

・増設分

補助金交付先 コンタクトセンター

を設置する企業で県

内からの常用雇用者

数が50名以上増加す

る企業

補 助 率

オフィス賃借料 １
２

◦情報システム・クリエイティブ関連産業分

補助金交付先 オフィスを設置する企

業で県内からの常用雇

用者数が３名以上の企

業
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補 助 率

回 線 使 用 料 １
２

オフィス賃借料 １
２

雇 用 奨 励 費 定額（常用雇用者数

３名以上の企業で地

元雇用１人につき30

万円）

誘致企業本社機能

移転促進費補助

（債務負担行為）

債務負担

行為設定

額

30,000

本社機能の移転に伴う人材確保や従業員等の

転入に要する経費に対する補助

◦雇用奨励費分

補助金交付先 県内に本社機能を移転

する誘致企業で県内か

らの常用雇用者数が２

名以上増加した企業

補 助 率 定額（地元雇用１人に

つき50万円）

補 助 限 度 額 15,000

◦転入経費分

補助金交付先 県内に本社機能を移転

する誘致企業で県内か

らの常用雇用者数が２

名以上増加又は県内に

２世帯以上転入した企

業

補 助 率 １
２（１世帯につき50万

円を限度）

補 助 限 度 額 15,000

むつ小川原開発地

区企業立地促進費

補助

（債務負担行為）

債務負担

行為設定

額

55,000

むつ小川原開発地区における企業立地の促進

を図るための同地区に立地する企業に対する補

助

補助金交付額 2,500円／㎡（ほかに国

同額）

金矢工業団地立地

推進事業費

167,918 金矢工業団地の維持管理及び立地促進に要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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誘致企業人財確保

ＰＲ支援事業費

（新規）

9,831 誘致企業の定着や事業拡大を図るため、人材

確保に向けた企業紹介動画を制作・発信すると

ともに、誘致企業ＰＲ冊子等による企業情報の

提供等を行うのに要する経費

青森ライフイノベー

ション戦略推進事

業費

45,497 本県の優位性を生かしたライフ（医療･健康･

福祉）関連産業の創出と集積による地域経済の

成長促進を加速化させるため、「青森ライフイ

ノベーション戦略アクションプラン」に基づき、

医療・介護現場の生産性・安全性の向上に資す

る製品開発支援、地域資源を生かした新たなヘ

ルスケアサービスの創出、健康・美容分野にお

ける商品開発・海外展開支援等の取組を行うの

に要する経費

◦医福工連携推進事業費 13,374

・医福工連携推進事業費補助 3,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 1,000

・県推進事業費 10,374

◦ヘルスケアサービス推進事業費 17,028

◦モノ・コト健康美容産業振興事業費 13,887

◦ライフ関連産業基盤整備対策事業費 1,208

アップサイクルビ

ジネス創出事業費

9,255 本県由来の未利用資源を活用したアップサイ

クル（価値を高めたリサイクル）ビジネスの創

出を図るための連携体制の構築や可能性調査、

首都圏展示会への出展に要する経費

あおもり産学官金

連携による新ビジ

ネス創発支援事業

費

18,070 産学官金連携による新たなビジネスの創出を

図るため、新ビジネスの創発に向けた研究会を

開催するとともに、競争的研究資金の獲得に向

けた人材育成やコーディネーターの設置等を行

うのに要する経費

デザイン等知財活

用製品開発促進事

業費

7,081 県内企業のデザイン等の知的財産を活用した

新事業の創出と競争力強化を図るため、専門家

チームによるデザイン（意匠）を活用した製品

開発支援や海外知的財産アドバイザーによる海

外展開支援を行うのに要する経費
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ＵＩＪターン就職

対策関連経費

87,898

⑴ あおもり移

住支援事業費

83,421 東京圏からのＵＩＪターンによる中小企業の

人材確保と起業の促進を図るため、市町村が行

う移住支援事業及び民間団体等が行う起業支援

事業の支援等を行うのに要する経費

◦移住支援事業費 72,545

・移住支援事業費補助 66,900

補助金交付先 市町村

補 助 率 ３
４（国１

２、県１
４）

支援金対象者 東京圏から本県に移

住して中小企業等に

就職した者

支 援 金 額 １世帯につき100万

円（単身世帯の場合

60万円）

※18歳未満の世帯員

を帯同して移住す

る場合は、18歳未

満の者１人につき

100万円を加算

・移住支援事業事務費補助 1,248

補助金交付先 市町村

補 助 率 ３
４（国１

２、県１
４）

・県推進事業費 4,397

◦起業支援事業費 10,876

・起業支援事業費補助 10,000

補助金交付先 民間団体等

補 助 率 10
10（国１

２、県１
２）

支援金対象者 東京圏から本県に移

住して起業した者

支 援 金 額 200万円以内（起業

に要する経費の１
２以

内）

・起業支援事業事務費補助 876

補助金交付先 民間団体等

補 助 率 定額（国１
２、県１

２）
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⑵ ＵＩＪター

ン人材誘致促

進事業費

4,477 首都圏等に在住する本県出身者等の県内企業

への就職を促進するため、東京事務所内に「あ

おもりＵＩＪターン就職支援センター」を設置

し、就職支援相談等を実施するのに要する経費

若年者雇用対策関

連経費

145,130

⑴ ジョブカフェ

あおもり運営･

推進事業費

94,100 若年者の雇用拡大・維持を図るため、職業に

関する情報提供、キャリアカウンセリング、セ

ミナー等「ジョブカフェあおもり」における若

年者に対する総合的な就職支援サービスの提供

に要する経費

⑵ 新卒者地元

就職促進プロ

ジェクト事業

費

33,978 学生等の県内就職を促進するため、県内就職

の魅力発信に賛同する企業の登録制度の実施、

学生や保護者向け情報発信の強化、教育現場と

企業とのマッチング促進、合同企業説明会の開

催、複数企業が連携したインターシップ導入に

向けた企業向けの勉強会等を行うのに要する経

費

⑶ 若年者の県

内定着促進事

業費

17,052 若年者の県内定着を促進するため、高校生を

対象とした県内企業のＰＲイベントや女子学生

を対象とした意見交換会等を開催するとともに、

小学生への県内企業の魅力の発信等を行うのに

要する経費

◦ジョブキッズあおもりコンソーシアム負担

金 2,000

負担金交付先 ジョブキッズあおもり

コンソーシアム

◦県推進事業費 15,052

中高年就職支援事

業費

8,126 中高年齢者の早期再就職を促進するため、

「ネクストキャリアセンターあおもり」を運営

し、関係機関と連携したキャリアカウンセリン

グ等を行うとともに、再就職支援セミナーや合

同企業説明会を開催するのに要する経費
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障害者雇用対策関

連経費

29,107

⑴ 障害者雇用

促進加速化事

業費

3,418 障害者の雇用を促進するため、事業主向けの

障害者雇用事業所見学会、業務内容を視覚化し

た作業手順書の作成支援、障害者の雇用につな

げるための短期職場実習等を行うのに要する経

費

⑵ 障害者の多

様なニーズに

対応した委託

訓練事業費

25,689 障害者の職業訓練受講機会を拡大し、雇用促

進を図るため、民間教育機関等を活用した多様

な職業訓練を実施するのに要する経費

就職氷河期世代等

就労支援事業費

（新規）

10,061 就職氷河期世代等の正規雇用の拡大や就労促

進を図るため、求職者を対象とした講習会、県

内企業に向けた正規雇用化好事例の発信、合同

企業説明会やインターンシップ等を実施するの

に要する経費

中小企業採用活動

デジタル化推進事

業費

11,341 学生等の県内就職を促進するため、採用活動

のデジタル化に向けたセミナーやウェブ合同企

業説明会等を開催するとともに、オンラインイ

ンターンシッププログラムの構築・実証等を行

うのに要する経費

地域企業デジタル

人財育成モデル構

築事業費

6,563 県内企業におけるデジタル人材の育成を促進

し、デジタル技術導入による生産性向上を図る

ため、デジタル人材の育成に向けたモデル的取

組を実施し、普及に向けた報告会等を開催する

のに要する経費

成長分野雇用創出

促進事業費補助

（債務負担行為）

（新規）

債務負担

行為設定

額

100,000

成長産業分野における雇用拡大を促進し、新

型コロナウイルス感染症等の影響による離職者

の雇用機会の創出を図るための一定以上の雇用

を行う企業に対する補助

補助金交付先 青森県産業立地促進費補

助金の補助対象企業の指

定等の要件を満たす企業

で県内からの常用雇用者

が50名以上増加する企業

補 助 率 定額（地元雇用１人につ

き50万円）
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離職者等再就職訓

練事業費

611,773 離職者等の円滑な労働移動の支援、雇用の安

定確保を図るための民間教育機関等を活用した

職業能力習得機会の提供に要する経費

商工労働部

農林水産部

労働力確保体制強

化事業費（将来対

応分） （新規）

110,232 人口減少の進行に対応し、産業分野横断的な

労働力確保体制の強化を図るため、労働力の最

適配分の促進、潜在的労働力の活躍推進、多様

な人材の受入環境整備、県外からの人材還流に

向けた取組を展開するのに要する経費

⑴ 求職者・潜

在的労働力の

就労支援事業

費

17,596 未就業の女性や高齢者等、潜在的労働力の就

業促進を図るためのセミナー開催、ジョブカフェ

あおもりにおける相談支援体制の強化に要する

経費

⑵ 事業所の人

財確保支援事

業費

55,825 県内企業の人材確保力の向上を図るため、人

材確保に関する支援窓口の設置、専門家等によ

る相談対応、多様な働き方を可能とするための

就労環境整備及び人材確保・定着に資する取組

を支援するとともに、プロフェッショナル人材

戦略拠点を設置し、大都市圏等に在住するプロ

フェッショナル人材の雇用等を支援するのに要

する経費

◦企業の若手人財確保・定着支援事業費補助

5,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 500

◦プロフェッショナル人材誘致促進事業費補

助 5,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 500

◦県推進事業費 45,825

⑶ 事業所と求

職者のマッチ

ング支援事業

費

9,224 子育て中の女性をはじめとする潜在的労働力

の就業促進と人材不足分野の業界・企業の人材

確保を図るためのマッチングイベントの開催に

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑷ 県外からの

人材還流事業

費

21,526 本県出身大学生等の県内企業への就職を促進

するため、ＬＩＮＥによる県内就職や県内企業

に関する情報発信の効果を検証するとともに、

県外大学等の在籍者に対する情報発信の強化等

を行うのに要する経費

⑸ 農業分野に

おける県外人

材の受入体制

づくり支援事

業費

6,061 農業分野における労働力の確保を図るため、

首都圏在住者を対象とした就農体験ツアーを実

施するとともに、雇用就労モデルの検討や労働

環境改善セミナー等を実施するのに要する経費

農林水産部 「攻めの農林水産

業」推進事業費

9,758 令和６年度以降の次期「攻めの農林水産業」

基本方針及び次期「青森県総合販売戦略」の策

定や情報発信等に要する経費

◦次期「攻めの農林水産業」推進基本方針策

定事業費（新規） 5,529

◦総合販売戦略第４ステージ推進事業費

4,229

「農林水産業の魅

力で人財を呼び込

む」活動支援事業

費

10,832 本県農林水産業への県内外からの就業者獲得

を図るため、市町村、ＪＡ等との連携による推

進体制を整備するとともに、具体的な就業モデ

ルの動画等による効果的な情報発信を行うのに

要する経費

食と生活を支える

水循環システム保

全活動促進事業費

5,698 山・川・海をつなぐ水循環システムを保全し

ていくため、多様な活動主体による保全活動を

促進するとともに、小学生を対象とした校外学

習会等の開催を通じて次世代を担う人材の育成

を図るのに要する経費

「スマート農業」

技術実装加速化推

進事業費

6,082 農業の労働力不足に対応するため、野菜、果

樹の生産現場のニーズに対応した技術・機械の

開発を促進するとともに、経営規模別の導入効

果の実証や生産者向けのセミナー、指導者育成

のための研修会を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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農林水産業関連施

設整備事業費補助

1,798,688

うち４年

度２月補

正計上額

1,427,216

生産から流通までの共同利用施設や農林水産

業関連機械の整備に要する経費に対する補助

◦農産物等輸出拡大施設整備事業費補助（新

規）（４年度２月補正計上） 814,598

補 助 率 １
２（国１

２）

◦強い農業づくり総合支援事業費補助（新規）

（４年度２月補正計上） 500,000

補 助 率 １
２（国１

２）

◦合板・製材・集成材国際競争力強化対策事

業費補助（新規）（４年度２月補正計上）

112,618

補 助 率 １
２（国１

２）、定額（国

10
10）

◦林業・木材産業等振興施設整備事業費補助

347,243

補 助 率 １
３（国１

３）、１
２（国１

２）

◦間伐等森林整備促進対策事業費補助 24,229

補 助 率 １
３（国１

３）

※補助金交付先は市町村等、事業実施主体は

農協、営農集団、森林組合等

産地生産基盤パワー

アップ事業費補助

1,790,821

うち４年

度２月補

正計上額

1,740,000

水田、畑作、野菜、果樹等について、地域の

営農戦略として定めた「産地パワーアップ計画」

に基づき、農業者等が高収益な作物・栽培体系

への転換を図るための取組に要する経費に対す

る補助

補助金交付先 市町村等

事業実施主体 農業者、農業者団体等

補 助 率 １
２、定額

農福の輪を広げる

人財育成推進事業

費

6,221 農業分野における障害者就労の拡大と定着を

図るため、農福連携のワンストップ窓口機能を

生かした取組を促進するとともに、農業者の認

知度向上に向けたチャレンジ農福や農業ジョブ

トレーナーの育成を実施するのに要する経費

農山漁村女性が伝

え継ぐ青森の食と

技魅力創造事業費

8,321 県内の郷土料理の魅力等を情報発信し、農山

漁村女性の技術、事業の継承を推進するため、

レシピ集の作成・動画配信を行うとともに、事

業継承に係る研修会や食に着目した地域活動の

モデル実証等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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畜産研究所施設整

備事業費補助

（電源三法交付金

活用事業）

812,303 老朽化した（地独）青森県産業技術センター畜産

研究所の改築工事に要する経費に対する補助

補助金交付先 （地独）青森県産業技術セン

ター

補 助 率 定額

あおもり産品消費

宣伝対策強化促進

事業費

61,171 県産農水畜産物の更なるブランド力の向上と

消費拡大を図るため、関係団体が実施する消費

宣伝活動及び関係団体が連携して実施する総合

的な県産品の消費宣伝活動を支援するのに要す

る経費

◦あおもり産品消費宣伝対策強化促進事業費

補助 61,000

補助金交付先 各農水畜産団体

補 助 率 １
３

◦県推進事務費 171

「青森の食」情報

発信推進事業費

18,399 本県の食の魅力を県内外において強力に発信

するためのＪＲ東日本等と連携した情報発信、

「あおもり食のエリア」の充実、首都圏飲食店

等への情報発信等に要する経費

◦民間企業等との協働による情報発信事業費

8,459

◦「あおもり食のエリア」地域振興事業費

2,727

◦販路開拓・拡大情報提供活動事業費 7,213

トップブランド商

品創出事業費

3,232 県産品のブランド力向上を図るため、商品開

発や販路開拓に意欲的な事業者に対して専門家

による助言等を行うのに要する経費

ブランド産品価値

向上推進事業費

7,868 県産品の更なるブランド化を図るため、産地

とマーケティング専門家の連携により、新たな

産品の発掘・開発を促すとともに、ブランド候

補産品の収益向上事例の創出や課題解決に向け

たアドバイスを行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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首都圏・西日本に

おける戦略的販路

開拓推進事業費

26,725 首都圏・西日本における県産品の販売拡大を

図るため、ＤＸによる効率的な販路開拓の検証

やマーケティング専門家のアドバイスに基づく

販路開拓活動を実践するとともに、ＥＣ企業等

との共同企画を通じた販路開拓等を行うのに要

する経費

アフターコロナに

対応したあおもり

産品販路拡大事業

費

22,292 消費者の購入行動の変容等を捉え、県産品の

更なる販路拡大を図るため、大手量販店とのネッ

トワークを活用した販売促進活動を展開すると

ともに、地域密着型スーパー等をターゲットと

した新たな販路の開拓やＷｅｂ商談会等を行う

のに要する経費

「ジュノハート」

ブランド化促進事

業費

23,058 「ジュノハート」のブランド強化に向け、首

都圏等でのプロモーション活動やメディアによ

る情報発信を展開するとともに、高品質安定生

産技術の開発・普及等を行うのに要する経費

新たなセールス手

法による消費宣伝

実践事業費

11,136 量販店等における販売環境の変化に対応し、

県産品の効果的な魅力発信を図るため、これま

での試食販売に代わる新技術等を活用した消費

宣伝手法を実証するのに要する経費

「はれわたり」デ

ビューを契機とし

たあおもり米ブラ

ンド力強化対策事

業費 （新規）

59,644 県産米新品種「はれわたり」の全国デビュー

を契機とし、あおもり米のブランド力を強化す

るため、あおもり米の認知度向上を図るための

プロモーション活動を行うとともに、「はれわ

たり」の新規需要獲得に向けた首都圏でのＰＲ

活動や品種特性を発揮できる生産指導体制の構

築等を行うのに要する経費

「だし活」による

減塩ムーブメント

創出事業費

12,490 県産だし等を活用した減塩活動「だし活」及

び野菜摂取を促す「だす活」を県民の実践につ

なげるため、調味料メーカーと連携して減塩総

菜の開発を行うとともに、「だし活」実践者を

拡大するためのイベントの開催や乳幼児期から

の減塩活動の普及啓発及び県産品と一体的なＰ

Ｒを実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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産地直売施設販売

力強化事業費

5,420 産直の販売力を強化するため、若手生産者等

と連携した農産物集出荷体制の実証を行うとと

もに、販売実績等の分析に基づく出荷・販売の

実証及び販売力強化研修会を行うのに要する経

費

あおもり食産業関

連事業費

718,842

⑴ あおもり食

品産業強化サ

ポート事業費

3,334 ６次産業化の取組拡大と本県食品産業の充実

強化を図るため、県内食品事業者と県外中食・

外食事業者のマッチング支援及び食産業支援サ

イトの運営等を行うとともに、県・市町村職員

のスキルアップ研修会を開催するのに要する経

費

⑵ ６次産業化

ネットワーク

活動事業費

115,508 農林漁業者と地域の様々な事業者等が連携し

て取り組む６次産業化を推進するため、サポー

トセンターを設置・運営するとともに、新商品

開発・販路拡大の取組及び加工・販売施設の整

備等に対して支援するのに要する経費

◦６次産業化ネットワーク活動支援体制整備

事業費 8,438

◦６次産業化ネットワーク活動推進事業費補

助 10,000

補助金交付先 市町村、農林漁業者等

補 助 率 定額（国10
10）

◦６次産業化施設整備事業費補助 97,070

補助金交付先 農林漁業の生産法人等

補 助 率 １
２（国１

２）

⑶ 食品産業の

輸出向けＨＡ

ＣＣＰ等対応

施設整備事業

費補助

600,000 輸出先のニーズに対応したＨＡＣＣＰ等の基

準を満たすための食品製造事業者等の施設・設

備の整備に要する経費に対する補助

補助金交付先 食品製造事業者等

補 助 率 １
２（国１

２）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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産地で作る冷凍食

品産業振興事業費

41,464 県産野菜等を原料とする冷凍食品産業を創出

するため、産地から実需者までをつなぐ供給体

制づくりや冷凍向けに適した栽培技術及び高品

質な商品開発を可能とするための冷凍技術開発

に取り組むとともに、産地との連携による供給

体制構築に取り組む事業者の設備導入の支援や

県産冷凍食品の認知度向上と販路の開拓を行う

のに要する経費

◦冷凍食品加工機械設備導入支援事業費補助

15,000

補助金交付先 食品加工事業者

補 助 率 １
２

◦県推進事業費 26,464

「地産地消で元気

あおもり」推進事

業費 （新規）

10,631 農林水産物の地産地消をより一層推進するた

め、地産地消の実践につながるスタンプラリー、

県民の意識醸成に向けた情報の発信、県産品の

取扱拡大に向けた生産者とバイヤーのマッチン

グ交流会の開催等に要する経費

県産品アンテナ

ショップ整備運営

事業費

171,943 東京アンテナショップの移転整備を行うのに

要する経費

食育関連事業費 18,665

⑴ 地域みんな

の食育推進事

業費

10,627 県民の健全で充実した食生活の実現に向け、

農業高校生による園児対象の食農体験会、自炊

できる若者を育成するための調理実習、企業等

でのセミナー、食育推進大会等を開催するとと

もに、「共食」の機会を提供する子ども食堂や

高齢者サロン等に対する出前講座、ネットワー

クづくりのための会議を開催するのに要する経

費

⑵ 果物食べて

健康応援プロ

ジェクト事業

費

8,038 県民の健康づくりと県産果物の消費拡大を図

るため、スポーツ団体や「青森りんごで健康応

援隊」と連携した果物の啓発活動を展開すると

ともに、若い世代の果物の食習慣づくりを強化

するための食育活動を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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「土の見える化」

が拓く農業生産ス

テップアップ事業

費

5,967 農産物の高品質・安定生産と持続可能な農業

を推進するため、総合的かつ科学的な土壌診断

に基づく土づくりの実証・普及を行うとともに、

環境にやさしい農業の普及・定着のため、新規

就農者等を対象とするエコ農業チャレンジ塾、

エコ農産物の販路拡大のためのＰＲ、指導者育

成のための研修会等を行うのに要する経費

化学肥料低減につ

ながる地域資源活

用推進事業費

（新規）

8,354 耕種農家が堆肥を効果的に活用し、化学肥料

の使用量低減を図るため、品質改善に向けた堆

肥センターの巡回指導を実施するとともに、ペ

レット堆肥や新技術の活用に係る実証等を行う

のに要する経費

新規就農者育成総

合対策事業費

978,616 農業への人材の一層の呼び込みと定着を図る

ため、経営発展のための機械・施設等の導入に

要する経費を支援するとともに、就農に向けた

研修資金、経営開始資金を交付するほか、就農

相談員の設置等を支援するのに要する経費

◦経営発展支援事業費補助 370,875

補 助 対 象 者 就農時50歳未満の認定

新規就農者

補 助 率 ３
４

補助対象経費 機械・施設、家畜導入、

果樹・茶改植、リース

料等

補 助 限 度 額 750万円（経営開始資

金と併用する場合は

375万円）

◦経営発展支援事業事務費補助 1,363

◦経営開始資金・就農準備資金事業費補助

315,500

補 助 対 象 者

経営開始資金 就農時50歳未満の認

定新規就農者

就農準備資金 就農開始予定時に50

歳未満の研修生

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補 助 限 度 額 １年につき150万円

補 助 期 間 経営開始資金は３年以

内、就農準備資金は２

年以内

◦経営開始資金・就農準備資金事業事務費補

助 11,749

◦農業次世代人材投資事業費補助 273,470

補 助 対 象 者 令和３年度までに採択

された農業次世代人材

投資事業の対象者

補 助 限 度 額 １年につき150万円

◦農業次世代人材投資事業事務費補助 3,672

◦県推進事務費 1,987

農村地域のマルチ

ワークモデル創出

事業費

14,366 農業における労働力の確保を図るため、多様

な労働力の確保に向けた就業体験会や相談窓口

の機能拡充を実施するとともに、特定地域づく

り事業協同組合制度を活用した農業就労モデル

の創出に向けた取組等を実施するのに要する経

費

あおもり新農業人

サポート事業費

22,715 新規就農者の確保・育成を図るため、ウェブ

サイトの設置、オンライン方式を活用した就農

フェアの開催及び非農家出身者の定着支援を行

うとともに、高校生等向けの雇用就農ガイド

ブックの配布や若手農業トップランナーの育

成・強化を行うのに要する経費

◦非農家出身者再チャレンジ支援事業費補助

10,000

補助金交付先 農業次世代人材投資事

業の支援を受けている

非農家出身かつ就農３

～６年目の独立自営就

農者

補 助 率 １
２

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助対象経費 経営改善に向けた取組

に要する経費（暗渠工

事施工費、パイプハウ

ス移転施工費、土壌改

良資材購入費等）

補 助 限 度 額 1,000

◦県推進事業費 12,715

青森県型地域共生

社会の実現に向け

た地域経営確立事

業費

64,827 青森県型地域共生社会の実現に向け、農業・

農村の持続的発展を図るため、地域経営体によ

る経営発展や地域貢献等の取組を支援するとと

もに、地域経営体と地元自治会、社会福祉法人

等との連携を円滑化するための中間支援組織の

育成に取り組むのに要する経費

◦地域貢献型地域経営拠点づくり事業費補助

50,000

・地域貢献型マネジメント分

補助金交付先 地域担い手育成総合

支援協議会等

補 助 率 定額

補 助 限 度 額 2,000

・地域貢献型経営体レベルアップ分

補助金交付先 地域経営体等

補 助 率

ソフト事業 定額

ハード事業 １
２

補 助 限 度 額

通常分（発展段階を評価する指標の

経営力強化軸又は地域貢献軸のいず

れかが向上すると見込まれる場合）

ソフト事業 1,000

ハード事業 1,500

特認分（発展段階を評価する指標の

経営力強化軸及び地域貢献軸のいず

れも向上すると見込まれる場合又は

集落ビジョン及び実施する取組に係

る事業計画を有する場合）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ソフト事業 2,000

ハード事業 2,500

◦中間支援組織支援型モデル集落育成事業費

14,827

思いをつなげる農

業の第三者承継推

進事業費

6,216 生産者の高齢化に対応し、新規就農者の確保･

定着を図るため、農業経営における第三者承継

の普及に向けたモデル事例の創出に取り組むと

ともに、関係機関の支援体制を構築するための

研修会等を開催するのに要する経費

あおもり型農泊誘

客拡大事業費

7,155 国内外からの農山漁村滞在型旅行の拡大を図

るため、ウェブによる体験メニューのＰＲを行

うとともに、教育旅行関係者へのプロモーショ

ン等を行うのに要する経費

農地中間管理機構

関連事業費

405,582

債務負担

行為設定

額

276,601

農業経営の規模拡大や農地の集約化による農

地利用の効率化・高度化を図るため、農地中間

管理機構が行う事業に対する支援等に要する経

費

⑴ 農地中間管

理機構事業費

222,243

債務負担

行為設定

額

276,601

農地中間管理機構が農地を借り受け、集約化

した上で意欲ある担い手に貸し付ける事業等に

対して支援するのに要する経費

◦農地中間管理機構事業費補助 219,095

補助金交付先 農地中間管理機構

補 助 率 定額

補助対象経費 借受農地に係る賃料、

機構活動費、機構職員

人件費等

◦県推進事業費 3,148

⑵ 機構集積協

力金交付事業

費

178,951 農地中間管理機構を活用して農地を貸し付け

た離農者等に対する協力金の交付に要する経費

◦地域集積協力交付金 178,353

・地域集積協力金分

交 付 対 象 交付対象面積の１割以

上が新たに担い手に集

積される地域

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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交付限度額 34,000円／10ａ

・集約化奨励金分

交 付 対 象 地域における団地面積

の割合又は１団地当た

りの平均面積が増加す

る地域

交付限度額 30,000円／10ａ

・経営転換協力金分

交付対象者 離農者等

交付限度額 25万円／戸

◦農地集積推進事業費補助 136

※交付金及び補助金交付先は市町村

◦県推進事業費 462

⑶ 農地集積・

集約化対策基

金積立金

4,388 農地中間管理機構事業及び機構集積協力金交

付事業を実施するための農地集積・集約化対策

基金の積立てに要する経費

営農大学校施設整

備事業費

101,414 老朽化が進行している営農大学校施設の長寿

命化のための整備等に要する経費

デジタル技術活用

によるあおもり米

競争力強化事業費

16,057 良食味・高品質な米の安定生産を強化するた

め、デジタル技術を活用した「青天の霹靂」の

生育診断システムの開発・検証や「まっしぐら」

等の収穫適期マップの作成を行うとともに、稲

作農家の経営力向上に向けた研修会等を実施す

るのに要する経費

大豆安定生産技術

向上支援事業費

（新規）

3,625 大豆の生産性向上のため、単収向上技術の普

及、スマート農業機械による省力技術の実証、

新品種導入のための検討等を行うのに要する経

費

技術力で未来へつ

なぐ青森にんにく

ブランド強化事業

費

9,428 青森にんにくのトップブランドとしての地位

を堅持するため、民間企業等との連携による省

力技術の開発等を行うとともに、イモグサレセ

ンチュウの被害防止対策技術の確立、優良種苗

増殖技術の重点指導、新品種の早期導入に向け

た技術確立試験等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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「冷凍野菜」産地

創出チャレンジ事

業費

5,834 大区画水田を活用した野菜生産による安定的

な収益の確保及び冷凍加工原料の供給に向けた

産地づくりを推進するため、大区画ほ場整備地

区において関係者による検討会や実証ほの設置

を行うとともに、産地づくりの意欲向上に向け

たセミナーを開催するのに要する経費

あおもりながいも

生産力強化推進事

業費

7,910 ながいもの高品質・多収化を図るため、種苗

増殖方法の改善に取り組むとともに、新品種の

早期導入や省力栽培技術の確立に向けた実証等

を行うのに要する経費

次代につなぐ青森

りんご産地強化事

業費

16,903 生産者の高齢化に対応し、りんごの生産量を

堅持していくため、樹園地の円滑な集積・承継

に向けた仕組みづくりのための調査及びアドバ

イザーの設置、生産効率の高い栽培技術の調査

及び普及活動の展開、生産者と実需者の連携に

よる加工用りんご生産の収益性の実証等を行う

のに要する経費

「青森りんご品種」

早期開発・育成プ

ログラム事業費

（新規）

11,728 青森りんごのブランド力を堅持するため、新

品種の早期開発に取り組むとともに、食味に優

れた既存品種の安定生産のための栽培指針の策

定等を行うのに要する経費

青森県産りんご生

産加工連携構築支

援事業費（新規）

8,250 生産現場の労働力不足や加工用りんごの安定

確保等に対応するため、生産者と連携してりん

ご生産を行う加工事業者の支援等に要する経費

◦青森県産りんご生産加工連携構築支援事業

費補助 7,500

補助対象者 生産者と契約した園地で

作業を行う加工事業者

補助限度額 60,000円／10ａ

◦県事務費 750

自給飼料増産・耕

畜連携強化対策事

業費 （新規）

4,801 畜産経営の維持・安定化を図るため、自給飼

料の確保に向けた二毛作試験を実施するととも

に、公共牧場における未利用草地の利用方法の

検討やもみ殻の広域流通体制を構築するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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畜産経営基盤の継

承支援事業費

5,697 酪農・肉用牛の経営基盤の継承を支援する体

制整備及び担い手の確保を図るため、酪農・肉

用牛の経営者に対して継承意向等の調査等を実

施するとともに、幅広い世代を対象に畜産業の

体験機会の提供を行うのに要する経費

あおもり食産業を

守る獣医師確保・

育成対策事業費

14,554 県の獣医師職員不足に対処するため、修学資

金の給付、獣医学生等を対象としたインターン

シップ・交流、県獣医師職員を対象とした技能

向上研修の充実等の総合的な獣医師確保対策に

要する経費

◦産業動物獣医師修学資金給付事業負担金

10,030

給 付 対 象 者 県内高校出身者で獣医

系私立５大学及び国公

立３大学に地域枠入試

で合格した者

給付対象人員 10人

※負担金交付先は（公社）中央畜産会、負担率

は１
２

◦県推進事業費 4,524

畜産衛生管理・指

導体制高度化推進

事業費

1,398 畜産農場の衛生管理情報の共有化や衛生管理

指導の効率化を図るため、衛生管理情報のデジ

タル化に向けたモデル実証や研修会を実施する

とともに、農場ＨＡＣＣＰ等認証取得指導のオ

ンライン化に向けたモデル実証等を実施するの

に要する経費

家畜保健衛生所庁

舎整備事業費

62,543 老朽化が著しい十和田家畜保健衛生所の庁舎

の整備等に要する経費

青い森林業アカデ

ミー運営事業費

37,149 未来の林業を担う若者や多様な人材を安定的

に育成・確保するため、林業の基礎的な知識や

技術を身につける就業前研修を実施するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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緑の青年就業準備

給付金交付事業費

補助

14,200 青い森林業アカデミーにおいて林業への就業

に向けて必要な知識・技術を習得する研修生に

対して給付金を支給するのに要する経費に対す

る補助

補助金交付先 （公社）青森県林業会議

補 助 率 10
10（国10

10）

交 付 限 度 額 142万円

スマート林業現場

実装推進事業費

（新規）

4,908 スマート林業の普及により森林管理や林業の

効率化を図るため、市町村、林業事業体等との

連携による推進体制を整備するとともに、森林

クラウドシステムを活用したモデル実証やスマー

ト林業を担う人材の育成を行うのに要する経費

森林経営管理制度

推進事業費

14,591 森林経営管理制度を推進するため、制度の運

用主体となる市町村への技術的支援や課題検討

を行うのに要する経費

林業・木材産業グ

リーン成長推進事

業費

16,052 県産材の需給安定と利用促進を図るため、原

木の需給マッチングシステムを構築するための

検討会等を開催するとともに、民間商業施設に

おける県産材利用促進に向けたＰＲやオンライ

ンによる住宅見学会・商談会等を行うのに要す

る経費

青森きくらげ普及

事業費

1,904 「青森きくらげ」の生産供給体制の強化を図

るため、生産者間の栽培管理技術と品質の平準

化に向けた研修会を開催するとともに、通年栽

培の確立に向けたモニタリング調査を実施する

のに要する経費

松くい虫・ナラ枯

れ被害対策関連経

費

144,773 松くい虫及びナラ枯れ被害の拡大防止のため、

被害木の早期発見・駆除を徹底するとともに、

監視体制を強化するのに要する経費

◦松くい虫被害予防総合対策事業費 18,931

◦松くい虫被害緊急対策事業費 79,610

◦ナラ枯れ被害防止対策事業費 14,232

◦ナラ枯れ被害緊急対策事業費 32,000

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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林地保全型伐採・

再造林推進事業費

3,014 森林資源の維持及び林地災害の発生防止に向

け、伐採作業における林地保全対策と再造林を

推進するため、有識者及び関係団体等による委

員会等を開催し、林業事業体向けのガイドライ

ンと森林所有者向けの森林経営プランを普及す

るのに要する経費

県民環境林管理・

経営事業費

172,373 平成25年４月に㈳青い森農林振興公社から県

に移管した分収林の管理･経営に要する経費

農村地域防災力強

化事業費

1,621 農村地域において洪水被害の軽減を図る取組

を普及させるため、田んぼダムや農業用ため池

の活用に向けたマニュアル等を作成するととも

に、雨水貯留の取組の理解促進に向けた説明会

等を開催するのに要する経費

中山間地域におけ

るスマート農業導

入・加速化事業費

（新規）

8,057 中山間地域におけるスマート農業機械の導入

を促進し、農作業の効率化・省力化を図るため、

導入促進に向けた検討会の開催や基盤整備技術

の検討及び実証等を行うのに要する経費

中山間地域等直接

支払交付金交付事

業費

642,794 中山間地域等の農業・農村の有する多面的機

能を確保するため、中山間地域等において農業

生産活動を行う農業者等に対し直接支払事業を

行う市町村に対する交付金の交付等に要する経

費

直接支払対象地域

国設定地域（地域振興５法指定地域）及

び県特認地域

対象農用地

急傾斜地、小区画・不整形な水田、緩傾

斜地等

◦中山間地域等直接支払交付金 627,488

交付金交付先 市町村

交付対象面積 8,939ha

負 担 割 合

国設定地域 国１
２、県１

４、市町村１
４

県特認地域 国１
３、県１

３、市町村１
３

◦市町村推進事務費補助 14,088

◦県推進事務費 1,218

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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多面的機能支払事

業費

1,604,930 農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図る

とともに、規模拡大に取り組む担い手の負担を

軽減するため、農業用水路等の地域資源の保全

及び質的向上に資する共同活動を支援するのに

要する経費

◦農地維持支払交付金 936,975

交付金交付先 市町村

交 付 率 定額（ほかに国、市町

村定額）

◦資源向上支払交付金 620,613

交付金交付先 市町村

交 付 率 定額（ほかに国、市町

村定額）

◦多面的機能支払推進交付金 44,196

交付金交付先 市町村、青森県多面的

機能支払推進協議会

交 付 率 10
10（国10

10）

◦多面的機能支払推進費 3,146

未来をひらく「あ

おもりの浜」活性

化事業費（将来対

応分） （新規）

21,246 漁業生産量の維持・増大と漁業者の所得向上

を図るため、課題解決に向けた地域座談会を開

催するとともに、海藻類の増殖や魚類の養殖技

術の実証や海業の推進に向けた検討等を行うの

に要する経費

若者世代に向けた

あおもりの魚食普

及事業費

2,435 若者世代の魚食の習慣化による県産生鮮魚介

類の消費拡大を図るため、大学生、社会人等を

対象とした漁業体験や漁業者自らによる調理講

習を通じた普及啓発、ＳＮＳ等を活用した情報

発信等を行うのに要する経費

小型いか釣り漁業

の経営安定強化事

業費

3,228 小型いか釣り漁業の経営安定を図るため、産

地価格向上に向けた物流実態調査や鮮度保持技

術の開発等を行うとともに、複数の経営改善策

を組み合わせた経営改善指標の作成・普及を行

うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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新規漁業就業者受

入サポート事業費

2,909 漁業の担い手を確保するため、特定地域づく

り事業協同組合制度の活用を目指す地域内にお

いて、マルチワークモデルの創出に向けた労働

力需要の調査を実施するとともに、漁業就業者

のニーズに沿った漁業体験や漁業経営者を対象

とした雇用に係る課題の調査等を実施するのに

要する経費

「青い森紅サーモ

ン」生産力強化事

業費

1,791 「青い森紅サーモン」の生産量の増大を図る

ため、既存の養魚場とは異なる環境におけるサー

モン養殖の検証を行うとともに、増産技術の確

立に向けた飼育密度の向上や大型魚の育成の検

証を行うのに要する経費

新たな栽培・養殖

魚種の増養殖体制

構築事業費

11,130 持続可能な漁業を推進し、漁業生産の増大を

図るため、アイナメの種苗量産技術と放流方法

の確立及び資源管理方策の策定に取り組むとと

もに、マツカワの種苗量産に向けた生産技術の

改良及び疾病防止対策を実施するのに要する経

費

ホタテガイ成貝づ

くりによる生産体

制強化事業費

2,933 天然採苗の安定に向けた成貝づくりを推進す

るため、成貝養殖のリスク低減対策を検討する

とともに、成貝づくりの合意形成を図る座談会

を開催し、成貝づくり対策を普及するのに要す

る経費

農林水産部

観光国際戦

略局

青森りんご海外プ

ロモーション強化

事業費

22,949 青森りんごの輸出拡大を図るため、台湾・香

港におけるプロモーションの強化及び新たな輸

出先候補としてインドの市場性調査を行うとと

もに、良食味・高品質な輸出りんごの供給体制

の強化を行うのに要する経費

◦青森りんご海外プロモーション強化事業費

補助（新規） 3,000

補助金交付先 （一社）県りんご対策協議

会

補 助 率 １
３

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―82―



補助対象事業 台湾・香港におけるＰ

Ｒイベントの開催、メ

ディアを活用した情報

発信、現地の流通・販

売事業者との意見交換

会の実施

◦青森りんご海外プロモーション強化事業費

（新規） 14,741

事 業 内 容 台湾におけるトップ

セールスやカットりん

ごの通年販売体制の構

築に向けた調査、イン

ドにおける他国産りん

ごの流通・販売状況の

調査等の実施

◦ウィズコロナ対応型輸出りんご供給体制強

化事業費 5,208

事 業 内 容 輸出環境等追跡調査・

検討会、県産りんご販

売状況調査、台湾行政

機関との意見交換、輸

出促進セミナー等の実

施

県土整備部 県費単独自然災害

防止等緊急対策事

業費

4,387,863 頻発化・激甚化する大雨や暴風雪による自然

災害等に備えるための緊急的な安全対策に要す

る経費

◦橋梁補修対策費 400,000

◦道路維持補修費 615,000

◦道路災害防除費 1,308,000

◦道路交通安全対策費 700,000

◦防雪費 185,000

◦河川維持工事費 768,863

◦砂防維持工事費 126,000

◦砂防整備費 100,000

◦海岸維持工事費 85,000

◦港湾維持工事費 100,000

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県費単独道路事業

費

9,331,461 橋梁補修対策費 445,104

道路建設改良費 548,000

道路整備事業費 1,234,672

橋梁架替費 260,480

道路維持補修費 511,451

舗装道維持修繕費 3,087,000

道路災害防除費 303,000

建設機械整備費 244,955

道路環境美化対策費 90,208

道路交通安全対策費 882,000

防雪費 1,105,791

一般除雪費 570,000

東八甲田ルート除雪費 33,800

凍上対策費 15,000

下北地域広域避難

路基本調査費

20,000 災害時における下北地域の広域的な避難経路

の確保を図るため、関係者が一体となった検討･

調査等を行うのに要する経費

第二みちのく有料

道路ＥＴＣ整備事

業費補助

283,231 第二みちのく有料道路にＥＴＣを設置するの

に要する経費に対する補助

補助金交付先 青森県道路公社

補 助 率 10
10

県費単独河川砂防

事業費

4,089,415 河川維持工事費 1,962,785

河川改良工事費 395,000

砂防維持工事費 209,354

砂防整備費 751,307

急傾斜地対策費 297,469

海岸維持工事費 473,500

県費単独港湾事業

費

655,477 港湾維持工事費 655,477

建設産業再生・活

性化関連事業費

15,706

⑴ 建設産業再

生・活性化促

進事業費

1,631 生産性向上セミナー等による建設企業の経営

支援及び本県建設産業の現況調査等に要する経

費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 建設業の未

来を担う人づ

くり推進事業

費

4,110 建設業の担い手を確保するため、テレビＣＭ

等の広報を実施するとともに、小・中学生を対

象とした親子土木施設見学バスツアー、公開講

座等のイベント、高校生と若手技術者との意見

交換会、建設業で働く先輩から中学生及び高校

生に対する講演会等を開催するのに要する経費

⑶ 建設女子ス

キルアップ支

援事業費

（新規）

4,865 建設業への女性の入職及び定着を促進するた

め、就業継続に向けたセミナーやスキルアップ

研修を開催するとともに、女性目線での現場パ

トロールや県内企業の実態調査等を実施するの

に要する経費

⑷ あおもりＩ

ＣＴ施工実践

推進事業費

5,100 建設業における担い手不足に対応し、県内建

設企業の生産性向上を図るため、ＩＣＴ施工技

術の講習会等を実施するとともに、普及拡大の

ための活用セミナー、個別相談会、技術体験会

等を開催するのに要する経費

防災公共推進計画

更新事業費（新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

17,963 洪水・津波浸水想定や道路危険箇所等の見直

しに対応し、過去の災害の発生状況等を踏まえ

た最適な避難経路や避難場所等を確保するため、

防災公共推進計画を更新するのに要する経費

「未来の奥入瀬」

体験ツアー推進事

業費

9,692 奥入瀬・十和田湖地域の自然環境の魅力とそ

の保全に向けた公共事業に対する理解促進を図

るため、小・中学生向け教育旅行のモデルツ

アーを実施するとともに、滞在型の観光コンテ

ンツを検討･開発するのに要する経費

青森港港湾計画調

査費

83,425 青森港の港湾計画改訂に当たり、長期構想の

調査・検討を行うとともに、取扱貨物量の推計

や施設規模及び土地利用計画の検討等を行うの

に要する経費

青森港国際クルー

ズターミナル管理

運営費

21,095 青森港へのクルーズ船の寄港数及びクルーズ

船乗客の県内滞在時間の増加を図るためのクルー

ズターミナルの管理運営に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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ロジスティクス最

適化事業費

66,789 「青森県ロジスティクス戦略２ｎｄステージ」

に基づき、物流を取り巻く環境変化に対応し、

本県の産業力強化とグローバル物流拠点化を図

るため、「Ａ！Ｐｒｅｍｉｕｍ」の活用を引き

続き促進するための取組や、持続可能な地域物

流ネットワークモデルの検討等を行うのに要す

る経費

八戸港コンテナ物

流機能強化事業費

（新規）

24,031 八戸港の利用を促進するため、コンテナ取扱

量を増加させる荷主企業及び八戸港への寄港数

を増加させる船社に対する補助金の交付、ポー

トセールス、コンテナ貨物の流動状況調査及び

振興策の検討等を行うのに要する経費

◦八戸港コンテナ貨物集貨促進事業費補助

12,935

補助率 １
２（ほかに八戸市１

２）

◦八戸港コンテナ寄港数拡大対策事業費補助

4,740

・直行航路分

補 助 率 定額（ほかに八戸市同

額）

補助限度額 ５回を上限として１回

当たり150千円

・国際フィーダー航路分

補 助 率 定額（ほかに八戸市同

額）

補助限度額 ５回を上限として１回

当たり135千円

◦八戸港コンテナ貨物利用促進ＰＲ事業費補

助 1,123

補助率 １
２（ほかに八戸市１

２）

◦八戸港コンテナ貨物流動状況調査・振興策

検討事業費補助 4,213

補助率 １
２（ほかに八戸市１

２）

※補助金交付先は八戸港国際物流拠点化推進

協議会

◦県推進事業費 1,020

青森港県営上屋整

備事業費

（港湾整備事業特

別会計）

182,000

債務負担

行為設定

額

729,000

青森港浜町埠頭の老朽化した県営上屋の建替

えに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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新青森県総合運動

公園新水泳場等整

備事業費

1,255,549 ＰＦＩ手法に基づき、老朽化が著しい青森県

総合運動公園水泳場の新青森県総合運動公園へ

の移転整備を行うのに要する経費

全 体 計 画 令和３年度～５年度

建 築 内 容 鉄骨造・鉄筋コンクリート

造、屋内50ｍプール

延 床 面 積 約8,100㎡

全体事業費 7,429,986

県営住宅費 992,581 改善 青 森 市 ベイサイド柳川団地（55戸）

野 木 和 団 地（105戸）

幸 畑 団 地（12戸）

平 和 台 団 地（96戸）

弘 前 市 城 西 団 地（24戸）

小 沢 団 地（224戸）

宮 園 団 地（16戸）

八 戸 市 白 銀 台 団 地（59戸）

是 川 団 地（60戸）

河 原 木 団 地（80戸）

五所川原市 広 田 団 地（36戸）

松 島 団 地（20戸）

三 沢 市 桜 町 団 地（35戸）

む つ 市 昭 和 団 地（18戸）

住宅耐震化推進事

業費

6,435 地震による建築物崩壊被害を防ぐため、市町

村が実施する昭和56年５月以前に建築された住

宅の耐震診断や耐震改修事業の支援等に要する

経費

◦住宅耐震診断推進費補助 986

補 助 率 １
４（ほかに国１

２、市町村

１
４）

補助限度額 34

◦住宅耐震改修促進支援事業費補助 2,357

・パッケージ支援分

補 助 率 20％（ほかに国40％、

市町村20％）

補助限度額 300

・個別支援分

補 助 率 5.75％（ほかに国11.5％、

市町村5.75％）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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補助限度額 251

※補助金交付先は市町村

◦県推進事務費 3,092

ブロック塀等耐震

改修促進支援事業

費

2,075 地震による危険ブロック塀等の倒壊被害を防

ぐため、市町村が実施する避難路及び通学路等

に面する危険ブロック塀等の除去、改修及び建

替に対する支援等に要する経費

◦ブロック塀等耐震改修促進支援事業費補助

1,930

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
６（ほかに国１

３、市町

村１
６）

補 助 限 度 額 30

◦県推進事務費 145

建築物耐震対策緊

急促進事業費

19,679 不特定多数の者が利用する大規模建築物等の

耐震化促進を図るため、建築物所有者に対し市

が行う耐震改修及び耐震化計画策定等の支援に

要する経費に対する補助

◦建築物耐震改修緊急促進事業費補助 18,802

補助金交付先 弘前市

補 助 率 5.75％（ほかに国１
３、

市5.75％）

◦建築物耐震化計画策定緊急促進事業費補助

877

補助金交付先 弘前市

補 助 率 １
６（ほかに国１

２、市１
６）

見て感じる「健や

か住宅」リフォー

ム普及促進事業費

4,599 県民の健康寿命の延伸に寄与する断熱リフォー

ムの普及促進を図るため、市町村や県内業界団

体と連携し、普及促進体制の構築に向けた検討

会及び断熱リフォーム標準図を活用した事業者

向け講習会等を行うのに要する経費

岩木川浄化センター

汚泥有効利用施設

整備事業費

（下水道事業会計）

110,000 老朽化が著しい岩木川浄化センターの汚泥焼

却施設について、民間事業者に設計、施工から

建設後の維持管理までを一括で担わせる方式に

より、汚泥肥料化施設として整備するのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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全 体 計 画 令和５年度～８年度

全体事業費 5,511,175

県土整備部

観光国際戦

略局

クルーズ船寄港拡

大推進事業費

17,124 外国クルーズ船の寄港拡大を図るため、船社

等とのネットワーク強化に向けた国内外でのポー

トセールス活動等を展開するのに要する経費

危機管理局 人口減少時代の危

機管理体制構築事

業費（将来対応分）

（新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

62,673 人口減少・高齢化の進行に対応し、危機管理

体制を強靱化していくための方策の検討や大規

模災害発生時における初動対応を迅速化するた

めのシステム構築を行うとともに、防災教育の

促進による自助の気運醸成を図るのに要する経

費

大規模災害等防災

力強化推進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

2,121 大規模災害等に備えた防災対策の強化を図る

ため、災害対応業務に必要な資機材の整備や家

庭での備蓄を促進するキャンペーン等を実施す

るのに要する経費

市町村初動対処能

力向上緊急対策事

業費 （新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

4,380 災害発生時における市町村の初動対処能力を

強化するため、市町村の自主的かつ継続的な災

害対策図上訓練等の実施を支援するのに要する

経費

命を守る地域防災

活動促進緊急対策

事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

5,332 洪水浸水等の災害の発生が想定される区域に

おいて自主防災組織の設立を重点的に働きかけ

るとともに、男女双方の視点を取り入れた防災

対策を実践できる防災リーダーを育成するのに

要する経費

県外避難者支援対

策事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

1,648 震災による県外からの避難者に適切な支援を

実施するため、避難者の要望把握や状況確認を

行うとともに、支援員の派遣等を行うのに要す

る経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもり創造的復

興支援事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

1,668 東日本大震災からの復興を推進するため、県

外から本県へ避難している被災者と地域との交

流、被災地に赴いての復興支援及び震災の記憶

の風化防止に係る活動を支援するのに要する経

費

◦あおもり創造的復興支援費補助 1,500

補助金交付先 民間団体等

補 助 率 定額

◦県事務費 168

東北四県・東日本

大震災復興フォー

ラム開催等事業費

（東日本大震災復

興基金活用事業）

2,147 震災から得られた教訓の風化防止を図るとと

もに、被災地の復興に対して引き続き協力を得

るため、東北の被災四県が首都圏においてフォー

ラムを開催するのに要する経費

防災情報ネットワー

ク更新事業費

743,000 老朽化した青森県防災情報ネットワークの更

新に要する経費

消防団員確保対策

促進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

5,372 消防団を中核とした地域防災力の向上を図る

ため、若者や女性の消防団員確保に向けた活動

事例集や小・中学生向けパンフレットを作成す

るとともに、消防団組織のあり方についての勉

強会を開催するのに要する経費

消防学校施設改築

事業費 （新規）

301,849 老朽化した消防学校の改築等に要する経費

継続費設定分 276,158

全 体 計 画 令和５年度～７年度

全体事業費 3,328,662

単年度事業分 25,691

屋外トイレ等解体及び橋梁改修詳細設計等

実践的防災教育推

進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

3,478 防災意識の向上を図るため、動画や青森県防

災ハンドブック公式マスコットキャラクター

「おまもリス」を活用した情報発信を行うとと

もに、防災教育センターにおいて市町村、消防

本部と連携して防災体験イベント等を開催する

のに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―90―



災害対応力向上・

緊急対策事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

11,321 大規模災害等に対応した実践的教育訓練の充

実を図るため、県内消防本部と消防学校との連

携により実践的訓練プログラムを検討するとと

もに、訓練用設備を設置した上で実践的教育訓

練を実施するのに要する経費

原子力施設環境放

射線等監視事業費

430,761 原子燃料サイクル施設、東通原子力発電所及

びリサイクル燃料備蓄センター周辺地域の住民

の安全の確保及び環境の保全を図るために行う

環境放射線等の監視に要する経費

事業内容 環境放射線等の測定、監視評

価会議の開催、原子力センター

維持管理及び調査研究等

原子力施設環境放

射線等監視体制整

備事業費

469,542 県内に立地する原子力施設周辺の環境放射線

等モニタリングを実施するための体制整備に要

する経費

事業内容 原子力センター機器整備

原子力発電施設等

緊急時安全対策事

業費

314,107 原子力施設周辺地域の住民の安全確保を図る

ために行う原子力施設の緊急時に備えた防災対

策に要する経費

◦緊急時連絡網整備事業費 46,386

◦防災活動資機材等整備事業費 77,000

◦緊急時対策調査・普及等事業費 65,866

◦緊急事態応急対策等拠点施設維持管理事業

費 103,058

◦放射線防護対策施設維持管理費補助 17,640

補助金交付先 むつ市、横浜町、六ケ

所村、東通村

補 助 率 定額（国10
10）

◦原子力防災対策事業費補助 4,157

補助金交付先 むつ市、野辺地町、横

浜町、六ケ所村、東通

村

補 助 率 定額（国10
10）

補助対象事業 防災活動資機材整備、

防災対策関連調査、緊

急時対策普及事業等

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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企画政策部

商工労働部

農林水産部

観光国際戦

略局

教育委員会

東アジア等海外戦

略推進関連事業費

793,634 経済成長著しい東アジア等をターゲットとし

た海外ビジネス展開の促進や県産品の輸出拡大、

誘客促進、交流人口の拡大等に要する経費

⑴ 輸出市場販

路開拓・拡大

支援事業費

5,378 県内企業の海外ビジネスを実現するため、国

内商社とのマッチングや企業の海外見本市への

出展に対する支援等を行うのに要する経費

◦輸出市場販路開拓・拡大支援事業費補助

5,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 500

◦県推進事業費 378

⑵ 台湾食品ビ

ジネス輸出拡

大支援事業費

16,934 県内企業の台湾への輸出拡大を図るため、現

地のＥＣ関連企業等との商談支援、現地のバイ

ヤーを招請しての生産現場視察や商談、オンラ

インによるプロモーション等を実施するのに要

する経費

⑶ あおもりビ

ジネス海外展

開推進事業費

9,873 工業製品の輸出拡大や県内企業の新たな海外

ビジネスへの取組促進を図るため、専門家によ

る海外ビジネス展開支援を実施するとともに、

台湾企業を招請しての現場視察、台湾及びベト

ナムでの商談会等を行うのに要する経費

⑷ 青森工芸品

海外販路拡大

推進事業費

10,653 県産工芸品の海外展開を推進するため、海外

販路開拓に向けたセミナー及び現地商談のマッ

チング支援を実施するとともに、パリでの見本

市出展によるＰＲを行うのに要する経費

⑸ 香港輸出拡

大ネクストス

テージ展開事

業費

48,857 香港貿易発展局との経済連携協定締結を契機

として、県内企業の香港への輸出拡大を図るた

め、現地展示会への出展やトップセールス、県

産米の小売販売強化に向けたプロモーション活

動を行うとともに、現地のＥＣ関連企業等との

商談支援、現地のバイヤーを招請しての生産現

場視察や商談等を実施するのに要する経費

⑹ パートナー

連携輸出拡大

取組強化事業

費 （新規）

42,488 県内企業の東南アジア・香港・欧米・オース

トラリアへの輸出拡大・販路開拓に向け、現地

でのフェア、商談会、試食求評会や商談支援、

バイヤー招請等を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑺ 青台連携新

産業創出事業

費

14,600 台湾企業との連携による新たなビジネスの創

出を図るため、台湾の大学との交流会や学生に

よるビジネスプランコンテストを行うとともに、

台湾企業との連携に向けた市場調査及びビジネ

スセミナー等を実施するのに要する経費

⑻ あおもりＰ

Ｇ台湾ビジネ

ス挑戦事業費

8,956 台湾におけるプロテオグリカンの認知度の向

上及び販路拡大を図るため、ライブコマースに

よるテスト販売や県内企業と越境ＥＣ事業者等

とのマッチングを行うとともに、機能性を重視

したプロモーション活動等を行うのに要する経

費

⑼ 輸出りんご

信頼向上推進

事業費

1,098 本県産りんごの輸出相手国からの信頼向上に

向け、植物検疫措置や残留農薬基準に係る研修

会を開催するとともに、検疫制度に対応した園

地検査、選果梱包施設の指導、モモシンクイガ

発生状況調査等を実施するのに要する経費

⑽ ウィズコロ

ナ対応型輸出

りんご供給体

制強化事業費

5,208 （Ｐ83参照）

⑾ 青森りんご

海外プロモー

ション強化事

業費（新規）

17,741 （Ｐ82参照）

⑿ 輸出拡大戦

略推進事業費

12,427 アジア諸国への県産農林水産物の輸出拡大を

図るため、対象国の市場調査を実施するととも

に、対象国に応じた輸出促進活動を実施するの

に要する経費

◦品目別輸出拡大事業費 7,118

◦農林水産品輸出拡大強化事業費 5,309

⒀ 外需を取り

込む輸出基盤

強化事業費

（将来対応分）

（新規）

48,149 県産品の更なる輸出拡大・販路開拓を図るた

め、新たな輸出品目の創出に向けた調査・分析

を行うとともに、輸出先国におけるニーズの変

化や食品規制に対応した商品開発の支援、海外

向けウェブサイトにより県産品の情報発信を行

うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦青森産品輸出基盤強化事業費補助 10,000

補助金交付先 中小企業者等

補 助 率 １
２

補 助 限 度 額 1,000

◦県推進事業費 38,149

⒁ 国際誘客対

策事業費

126,745 外国人観光客数の回復及び増加を図るため、

韓国、台湾、中国、香港、タイ、オーストラリ

ア及び欧米を対象地域として、メディアの活用

による本県の知名度向上対策、トップセールス

や現地の旅行会社との連携による誘客宣伝活動

等を実施するのに要する経費

⒂ インバウン

ド需要早期復

活特別対策事

業費（新規）

164,378 外国人観光客数の早期回復を図るため、韓国、

台湾及び中国を対象地域として、現地旅行会社

が行う本県への宿泊を伴う旅行商品の造成を支

援するのに要する経費

⒃ インバウン

ド受入環境整

備促進事業費

5,360 外国人観光客の受入環境を改善するため、観

光関係者を対象としたセミナーを開催するとと

もに、外国人観光客の受入対応状況調査等を実

施するのに要する経費

⒄ 国際定期便

特別対策強化

事業費（新規）

78,224 国際定期便の運航再開を図るため、路線運航

に対する支援を行うとともに、路線の安定運航

に向けた航空需要を喚起するための取組等を実

施するのに要する経費

⒅ 国際定期便

運航再開等受

入環境整備事

業費補助

（新規）

19,573 国際定期便の新規就航及び増便を図るため、

青森空港における運航再開、新規就航及び増便

に係るハンドリング業務等に要する経費に対す

る補助

補助金交付先 航空会社

補 助 率 １
３（ほかに国１

３）

⒆ 青森・台北

線利用強化事

業費（新規）

41,377 青森・台北線の利用促進を図るため、メディ

アやインフルエンサーを活用した情報発信、航

空会社とのタイアップによる路線ＰＲ、台湾へ

のモニターツアー、本県と台湾との相互交流、

台湾航空会社等へのトップセールス等を行うの

に要する経費

⒇ 青森・ソウ

ル線維持対策

事業費（新規）

26,218 青森・ソウル線の利用促進を図るため、韓国

の魅力の情報発信、旅行商品造成に向けたファ

ムツアー、韓国文化イベント、県内児童生徒等

による交流ツアー、韓国航空会社等へのトップ

セールス等を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⟹21 中国航空路

線就航対策事

業費（新規）

19,022 本県と中国を結ぶ国際定期便の就航に向け、

航空会社等と連携した本県の魅力や路線のＰＲ、

現地の航空・旅行市場に関する情報収集、中国

旅行会社等へのトップセールス等を実施するの

に要する経費

⟹22 国際チャー

ター便等誘致

推進事業費

（新規）

7,853 香港からの国際チャーター便等の誘致を推進

するため、海外航空会社等へのトップセールス、

テレビ番組とタイアップしたモニターツアー、

現地の旅行会社との連携による誘客宣伝活動等

を実施するのに要する経費

⟹23 済州・台湾

友好交流基盤

強化事業費

（新規）

12,840 韓国済州特別自治道及び台湾台中市・台南市

との相互理解を深め、人材ネットワークの構築

による交流基盤の強化を図るため、国際交流関

係者や伝統・文化関連団体の招請、トップセー

ルスや本県観光資源のＰＲ等を実施するのに要

する経費

⟹24 香港との絆

づくり・交流

深化事業費

（新規）

15,451 香港との交流基盤の構築に向け、伝統文化や

アートの活用による交流に関する調査及び本県

の認知度向上のための現地展示会への出展、工

芸品やアート作品等の制作者間における相互交

流モデルを構築するのに要する経費

⟹25 済州国際青

少年フォーラ

ム派遣事業費

972 韓国済州特別自治道や他の参加地域との交流

を通じた相互理解の促進と語学力の向上を図る

ため、本県の高校生を済州国際青少年フォーラ

ムに派遣するのに要する経費

⟹26 青森から世

界へ向かって

チャレンジす

るグローバル

人財育成事業

費

23,906 （Ｐ109参照）

⟹27 青商ビジネ

スチャレンジ

ｗｉｔｈ台湾

事業費

9,353 （Ｐ109参照）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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観光国際戦

略局

青森県観光物産館

改修方法検討調査

事業費 （新規）

35,000 老朽化した青森県観光物産館の長寿命化改修

に向けた最適な施工方法等の検討に要する経費

ＤＭＯ観光デジタ

ルマーケティング

推進事業費

19,201 観光客のニーズ等を的確に把握し、効果的な

誘客を図るため、東北広域の観光デジタルデー

タを分析するとともに、デジタルマーケティン

グによる県内ＤＭＯの観光戦略策定と情報発信

の実践・検証を行うのに要する経費

観光産業基盤強化

事業費 （新規）

15,171 本県観光産業の持続的発展に向け、観光地域

づくりを担う次世代リーダーを育成するための

研修会及びメンター派遣を行うとともに、ＳＤ

Ｇｓに関する普及啓発や観光産業における労働

力不足等の実態調査を行うのに要する経費

まるごとあおもり

デジタルシフト展

開事業費

13,668 ウェブサイトやＳＮＳを活用した本県情報の

発信力を強化するため、メディア別の情報発信

ノウハウを蓄積するとともに、メディアやイン

フルエンサーと連携した効果的なプロモーショ

ン等を行うのに要する経費

滞在型観光コンテ

ンツ創出推進事業

費

27,685 旅行スタイルの変化等に対応し、観光客の滞

在時間の増加を図るため、広域連携によるエリ

ア滞在型モデルを創出するとともに、歴史・文

化や自然を生かした観光コンテンツの開発・情

報発信等を行うのに要する経費

三陸ジオパーク推

進事業費

（東日本大震災復

興基金活用事業）

942 被災地の自然・文化を活用した産業振興と交

流人口の拡大を図るため、被災自治体が連携し

て三陸ジオパークの取組を推進するのに要する

経費

交流型日本語教室

を起点としたコミュ

ニケーション支援

事業費

3,814 在留外国人が日常生活を円滑に営むことがで

きる地域社会づくりを推進するため、地域での

日本語教室開設を促進するためのモデル開発や

多文化共生を推進するためのプランの策定等を

行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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あおもりＭＩＣＥ

誘致拡大事業費

17,207 コンベンションや企業研修等の誘致のための

開催助成金の交付及び誘致活動の支援、専門エー

ジェントを活用したＰＲ・誘致活動等に要する

経費

◦あおもりＭＩＣＥ開催費補助 15,400

・参加者延べ宿泊者数100人泊以上 14,900

補助金交付先 （公社）県観光国際交流

機構

補 助 率 10
10

・参加者延べ宿泊者数10人泊以上 500

補助金交付先 市町村

補 助 率 １
２

◦あおもりＭＩＣＥ誘致活動費補助 800

補助金交付先 （公社）県観光国際交流機

構

補 助 率 １
２

◦県推進事務費 1,007

企業連携型青森ファ

ン再拡大事業費

9,096 県外企業の研修旅行等を誘致するため、企業

において本県の魅力を伝えるプロモーション活

動を展開するとともに、研修担当者を対象とし

たモニターツアーの実施や研修旅行向けコンテ

ンツの造成支援を行うのに要する経費

青森型マイクロツー

リズム推進事業費

33,037 本県におけるマイクロツーリズムの定着によ

る観光需要の拡大を図るため、魅力ある宿泊プ

ランのコンテストを開催するとともに、鉄道や

路線バスを組み合わせた旅行の魅力発信、北海

道・北東北エリアでの情報発信等を行うのに要

する経費

エリア別国内誘客

対策事業費（新規）

21,860 首都圏、関西圏、中京圏及び九州圏それぞれ

における本県の認知度向上と誘客促進を図るた

め、旅行会社へのセールス活動、旅行会社の商

品造成担当者向けの現地視察会、メディア等を

活用した情報発信等を実施するのに要する経費

アートと花の魅力

活用誘客促進事業

費 （新規）

10,426 本県における周遊型観光の促進を図るため、

県内５美術館の連携による取組や本県の花をコ

ンテンツとした誘客宣伝活動を展開するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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東北絆まつり開催

費補助 （新規）

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

25,000 令和５年度に本県で開催される「東北絆まつ

り2023青森（仮称）」の開催に要する経費に対

する補助

開 催 期 日 令和５年６月

開 催 場 所 青森市

補助金交付先 東北絆まつり実行委員会

補 助 率 定額

青森県立美術館企

画展開催費

164,042 県立美術館において企画展を開催するのに要

する経費に対する負担金

◦棟方志功展 34,779

開催時期 令和５年７月～９月

◦奈良美智展 77,672

開催時期 令和５年10月～６年２月

◦フランク・ロイド・ライト展 51,591

開催時期 令和６年３月～５月

みんなでつながる

青森アート事業費

18,183 県民向けにアートや県立美術館の魅力を伝え、

来館を促すため、県内各地でアーティストによ

る作品制作やリモートブースの設置等による地

域での美術館体験を実施するのに要する経費

「アート県青森」

推進事業費

15,022 県内５美術館を核としたアート圏としての認

知度向上や県内周遊の促進を図るため、建築等

をテーマとしたＰＲ動画の作成や県内の文化・

芸術をテーマとしたモニターツアーを実施する

とともに、５美術館による共同企画展の開催に

向けた情報発信を行うのに要する経費

アレコホール活用

によるファン獲得

事業費

3,000 県立美術館のバレエ「アレコ」舞台背景画を

所蔵する価値と魅力を発信するため、アレコホー

ルを活用した演奏会等を開催するのに要する経

費

青森県立美術館版

バレエ「アレコ」

公演事業費（新規）

8,473 バレエ「アレコ」舞台背景画の魅力を活かし

て県立美術館のブランド力向上を図るため、県

立美術館版バレエ「アレコ」を制作するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県美の新たな魅力

創出事業費

10,093 来館者の満足度向上を図るため、開館時間の

延長によるナイトミュージアムを開催するとと

もに、収蔵品のクラウドデータベース化及び公

開、スマートフォンを活用した作品解説サービ

スシステムの構築を行うのに要する経費

健康福祉部

農林水産部

エネルギー

総合対策局

教育委員会

電源三法交付金関

連経費

10,338,867

電源三法

交付金活

用額

8,475,454

⑴ 電源立地地

域対策費補助

4,657,166

電源三法

交付金活

用額

4,597,166

電源地域の振興に資するため、発電用施設等

の周辺市町村が行う公共施設の整備等に要する

経費に対する補助

◦原子力発電施設等分 3,051,480

補助金交付先 三沢市ほか14市町村

◦水力・火力発電施設分 124,505

補助金交付先 青森市ほか12市町村

◦原子力立地給付金分 1,481,181

対 象 地 域 三沢市ほか11市町村

⑵ 原子力発電

施設等周辺地

域企業立地支

援事業費補助

467,533

電源三法

交付金活

用額

467,533

原子力発電施設等立地地域に新たに立地又は

増設を行った企業の電気料金に対する補助

対 象 地 域 三沢市ほか14市町村

⑶ 県実施事業

分

5,214,168

電源三法

交付金活

用額

3,410,755

発電用施設等の立地・周辺地域をはじめ、広

く県全体の振興を図るため、産業・雇用、福祉･

医療、人材育成などの地域振興の推進に要する

経費

◦弘前大学医学部入学生特別対策事業費補助

（Ｐ33参照） 118,262

◦畜産研究所施設整備事業費補助（Ｐ68参照）

812,303

◦原子力施設広報・調査等事業費 67,237

◦原子力関連業務参入促進事業費 4,000

◦国際核融合拠点環境整備事業費 98,930

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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◦原子力関連技術研修事業費（Ｐ102参照）

15,282

◦量子科学センター管理運営事業費（Ｐ102

参照） 374,606

◦八戸工業高校校舎等改築事業費（Ｐ112参照）

187,783

◦下北地区統合校校舎等改築事業費（Ｐ111

参照） 215,010

◦発電用施設所在市町村等振興基金造成費

3,320,755

エネルギー

総合対策局

地域発省エネ・脱

炭素技術による産

業創出事業費

5,437 むつ小川原開発地区における新レアメタル精

製技術を活用した関連産業の創出を図るための

企業立地に向けた検討会の開催及び技術展示会

への出展等による事業者への情報発信に要する

経費

再生可能エネルギー

利活用高度化モデ

ル構築事業費

19,541 再生可能エネルギーに関連するビジネスへの

県内企業の参入促進を図るため、自立分散型電

源として活用できる再生可能エネルギーの特徴

を生かした利活用高度化モデルを構築するのに

要する経費

風力発電関連産業

しごとづくり・人

づくり事業費

11,030 風力発電関連産業への県内企業の参入促進と

人材育成を図るため、工業高校生等向けの体験

研修を実施するとともに、新規参入事業者の掘

り起こしに向けたメンテナンス業務等に係る説

明会及び体験会を開催するのに要する経費

水素エネルギー利

活用普及推進事業

費

8,309 県内における水素エネルギー利活用の推進に

向け、サプライチェーン構築に向けたロードマッ

プを作成するとともに、専門家や県内企業等と

の連携により利活用モデルを検討するのに要す

る経費

地域エネルギー事

業普及推進事業費

6,480 エネルギーの地産地消を推進し、県内におけ

るスマートコミュニティの創出を図るため、地

域におけるエネルギーの有効利用に関する企画･

検討を支援するためのアドバイザーを派遣する

とともに、地域の課題に対応した地域エネルギー

事業モデル構築を支援するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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原子力関連試験研

究機関等立地対策

事業費

2,577,076 六ケ所村に原子力関連試験研究機関の集積を

図るため、その一環として設立された（公財）環境

科学技術研究所の整備･運営及び環境放射能の

影響調査に要する経費

◦原子力関連試験研究機関等立地対策事業費

補助 1,159,000

補助金交付先 （公財）環境科学技術研究

所

補 助 率 定額

◦排出放射性物質影響調査事業費 1,418,076

原子力施設立地振

興対策事業費補助

490,000 原子力施設の立地に伴う県内市町村の均衡あ

る地域振興を図るため、（公財）むつ小川原地域・

産業振興財団が行う原子力施設立地・周辺以外

の市町村を対象とした地域振興事業に要する経

費に対する補助

補助金交付先 （公財）むつ小川原地域・産

業振興財団

補 助 率 定額

地域・産業振興プ

ロジェクト支援事

業運用資金貸付金

500,000 原子力施設の立地に伴う全県的な地域振興・

産業振興を図るため、（公財）むつ小川原地域・産

業振興財団が行う地域･産業振興プロジェクト

支援事業の実施に要する運用資金に対する貸付

金

核燃料物質等取扱

税交付金

3,000,000 県内原子力施設の立地及び周辺市町村が行う

防災・安全対策及び地域振興対策等に要する経

費に対する交付金

交付金交付先 むつ市ほか14市町村

核融合研究開発拠

点形成推進事業費

7,238 ＩＴＥＲ計画と並行して取り組まれる「幅広

いアプローチ」のプロジェクトとして整備され

た「国際核融合エネルギー研究センター」を中

心とする研究開発拠点形成の推進に要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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量子科学センター

運営費

477,452 量子科学センターにおける人材育成、研究開

発、施設の管理運営及び利用促進に要する経費

◦人材育成事業費（電源三法交付金活用事業）

33,061

◦管理運営事業費（電源三法交付金活用事業）

374,606

◦量子科学技術産業利用促進事業費 69,785

警 察 本 部 交番・駐在所建築

事業費

84,447 老朽・狭あい化した交番・駐在所の建替えに

要する経費

建築箇所 弘前署板柳交番

弘前署西目屋駐在所

弘前署石川駐在所

警察本部庁舎耐震･

長寿命化改修事業

費

1,739,990 耐震強度が不足しているとともに老朽化が進

行している警察本部庁舎の耐震・長寿命化改修

工事等を行うのに要する経費

継続費設定分 1,588,668

全 体 計 画 令和２年度～６年度

全体事業費 7,289,580

単年度事業分 151,322

移転、再配置等

弘前警察署建築基

本計画策定事業費

（新規）

13,038 老朽・狭あい化した弘前警察署の移転新築に

向けた基本計画を策定するのに要する経費

新運転者管理シス

テム機器等整備事

業費 （新規）

150,578 警察庁が整備した共通基盤システムへの移行

に伴い、新運転者管理システムを運用するため

の機器等を整備するのに要する経費

高齢者を対象とし

た特殊詐欺被害防

止対策事業費

6,183 高齢者の特殊詐欺に対する抵抗力向上を図る

ため、固定電話用の被害防止対策機器の貸出し

や関係機関等と連携した広報啓発を行うのに要

する経費

サイバー事案に対

する県民の対処能

力強化事業費

（新規）

5,627 シニア層や中小規模事業者のサイバー犯罪被

害防止を図るため、シニア層向けのインターネッ

ト安全教室や中小規模事業者向けの演習・体験

型サイバー事案対処能力向上セミナーを開催す

るのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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子どもの安全確保

地域見守り力向上

事業費 （新規）

2,781 自主防犯活動団体の「見守る目」による防犯

力向上を図るため、活動団体の防犯車両（青色

回転灯防犯車）に対して青色回転灯等を貸与す

るとともに、同団体の活動の周知等により事業

者による支援を働きかけるのに要する経費

「見て広める交通

事故防止」推進事

業費 （新規）

9,177 県民の交通ルール・マナーの向上を図るため、

ラッピングバスやポスター等により広報啓発を

行うとともに、高齢運転者等を対象としたＶＲ

体験による交通安全教育を行うのに要する経費

交通安全施設整備

費

1,296,014 交通安全施設整備費（国庫補助事業分）492,185

交通安全施設整備費（県単独事業分） 239,200

交通安全施設整備費（老朽化・安全確保対策事

業分） 460,744

可変式速度規制道路標識設置事業費 103,885

総 務 部

健康福祉部

教育委員会

幼児教育の質的向

上強化事業費（将

来対応分）（新規）

11,677 幼児教育の質的向上を図るため、関係者が連

携して幼児教育推進体制のあり方について研究･

検討を行うとともに、幼保小連携の推進に向け

た「幼保小の架け橋プログラム」の開発・実践

等を行うのに要する経費

企画政策部

観光国際戦

略局

教育委員会

世界遺産「北海道・

北東北の縄文遺跡

群」保存・活用推

進関連経費

937,314

⑴ 「北海道・

北東北の縄文

遺跡群」保存･

活用推進事業

費

41,689 世界文化遺産「北海道・北東北の縄文遺跡群」

の関係自治体と共同で設置する保存管理体制に

より、適切な保存と活用を推進するとともに、

世界遺産登録を契機とした縄文遺跡群の価値や

魅力を県内外にＰＲするのに要する経費

◦縄文遺跡群世界遺産本部運営費 6,267

◦縄文遺跡群ガイダンス映像制作事業費（新

規） 4,189

◦４道県共同国内フォーラム開催事業費

1,977

◦縄文遺跡群の魅力を伝える写真の公募・活

用事業費 5,430

◦総合情報発信事業費 23,826

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 「青森の縄

文遺跡群」保

存・活用事業

費（将来対応

分）（新規）

125,649 「青森の縄文遺跡群」を適切に保存・活用し

ていくため、県民への価値の伝達と保護意識を

高める普及啓発、認知度向上に向けた県外プロ

モーション、関係市町の受入態勢の充実に向け

た遺跡施設等の整備に対する支援等を行うのに

要する経費

◦普及啓発事業費 20,099

・縄文あおもりプロモーション事業費補助

4,500

補助金交付先 県内企業・団体

補 助 限 度 額 750

補助対象事業 縄文遺跡群を活用し

たＰＲや商品造成等

・県推進事業費 15,599

◦認知度向上事業費 28,768

◦受入態勢充実事業費 76,782

・縄文遺跡群整備費補助 74,420

補助金交付先 縄文遺跡群関係市町

補 助 率 １
４

補助対象事業 遺跡施設等の整備

・県推進事業費 2,362

⑶ 「青森の縄

文遺跡群」情

報発信拠点施

設関連事業費

456,011

債務負担

行為設定

額

642,960

来県者や県民に対し、県内に所在する「北海

道・北東北の縄文遺跡群」の構成資産の価値や

遺跡への来訪を促す情報を発信する拠点施設の

整備及び運営に要する経費

◦「青森の縄文遺跡群」情報発信拠点施設整

備事業費 399,997

◦「青森の縄文遺跡群」情報発信拠点運営管

理事業費 56,014

⑷ ポストコロ

ナに向けた地

域公共交通活

性化応援事業

費補助（新規）

45,000 （Ｐ10参照）

⑸ 世界遺産活

用ツーリズム

推進事業費

（新規）

75,336 本県が有する縄文遺跡群と白神山地の両世界

遺産の価値と魅力の発信による誘客促進を図る

ため、メディアによる情報発信や旅行商品の広

告支援を行うとともに、貸切バスを利用した教

育旅行向け旅行商品造成を支援するのに要する

経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑹ 小学生によ

る縄文遺跡と

地域の文化財

体験事業費

3,071 縄文遺跡をはじめとする県内の文化財の保存･

活用に関わる人材の育成を図るため、小学生と

地域との連携による、地域の文化財の学習・体

験活動等の実施に要する経費

⑺ 「地元の縄

文」再発見プ

ロジェクト事

業費

8,809 世界文化遺産の構成資産以外も含めた地元の

縄文遺物の価値や魅力を県民に伝達し、郷土愛

の醸成や地域活性化を図るため、市町村と縄文

遺物の活用に向けた連絡会議、授業で活用する

縄文遺物セットの製作、地元の縄文を紹介する

講演会等の開催、県内各地で配布するあおもり

縄文カードの作成等を行うのに要する経費

⑻ 三内丸山遺

跡保存・活用

関連事業費

（三内丸山遺

跡保存・活用

基金活用事業）

181,749 三内丸山遺跡の適切な保存と積極的な活用に

向けて、縄文時遊館において特別展を開催する

とともに、三内丸山遺跡の魅力発信、施設の改

修、史跡の整備等を行うのに要する経費

◦特別展開催事業費 10,488

・「三内丸山とヒスイ」展 1,575

・「漆～作る・使う～」展 6,028

・令和６年度開催特別展準備経費 2,885

◦魅力発見！さんまる縄文体験事業費 6,005

事業内容 三内丸山遺跡の魅力発信の

ための体験イベントの開催

◦「みんなあつまれ！三内丸山遺跡」保存・

活用事業費（新規） 30,537

事業内容 地域住民参画促進のための

里山の育成やムラづくり体

験、遺跡の価値を伝える体

験メニューやプログラムの

開発・実施、イベントの開

催等

◦三内丸山遺跡長寿命化事業費 43,875

事業内容 縄文時遊館の屋上柵の改修、

縄文シアター映像・音響機

器更新

◦三内丸山遺跡史跡整備事業費 81,140

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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事業内容 子どもの墓覆屋設置工事、

西盛土付近視点場設置工事、

園路舗装改修工事等

◦常設展示室環境整備事業費 9,704

事業内容 常設展示室内照明環境整備、

展示ケース整備

環境生活部

教育委員会

いじめ防止対策等

推進関連経費

182,413

⑴ 地域の見守

りで輝く笑顔

推進事業費

3,344 学校・家庭・地域が一丸となったいじめ防止

対策の気運を醸成し、地域全体で子どもを見守

る環境づくりと大人と子どもの信頼関係の構築

を図るため、県内一斉声かけ活動、地域の大人

と子どもの対話集会の開催、各種媒体を活用し

た普及啓発等を行うのに要する経費

⑵ 学校の教育

相談体制充実

を支援する外

部専門家活用

事業費

155,883 児童生徒のいじめ、不登校や問題行動等の解

決・改善を図るため、小・中・高等学校等に心

理に関して高度な専門的知識・経験を有するス

クールカウンセラー及び教育・福祉分野に関し

て専門的知識・経験を有するスクールソーシャ

ルワーカーを配置・派遣するのに要する経費

◦スクールカウンセラー配置・派遣事業費

113,363

◦スクールソーシャルワーカー配置・派遣事

業費 42,520

⑶ 24時間いじ

め等電話相談

事業費

9,900 児童生徒のいじめ、不登校や問題行動への早

期対応、早期解決を図るため、来所相談や24時

間体制で電話相談に応じるアドバイザー及び相

談員を配置するとともに、生徒指導担当者によ

る会議を開催するのに要する経費

⑷ ソーシャル

メディア等監

視員配置事業

費

2,935 いじめの未然防止、早期発見、早期対応を図

るため、ソーシャルメディア等監視員を配置す

るのに要する経費

⑸ 安心できる

学校づくり推

進事業費

2,150 いじめを早期に発見し、事案に対処するため、

連絡協議会及び教職員向けの研修会を開催する

とともに、県立学校における危機的事態発生時

に派遣する「こころの緊急支援活動チーム」を

設置するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑹ いじめ防止

対策事業費

760 いじめ防止等のための対策を実効的に行うた

め、県立学校に外部専門家や学校関係者による

組織を設置するのに要する経費

⑺ いじめ防止

キャンペーン

推進事業費

7,441 いじめ防止のためのテレビＣＭの放映等に要

する経費

教育委員会 あおもりっ子育み

プラン21実施費

1,119,265 児童生徒一人ひとりに目の行き届いた教育を

実現するため、少人数学級編制等を行うのに要

する経費

・少人数学級編制

小学校１～６年生

学級編制基準 33人以下

（学年１学級は学級分割せず非常勤

講師を配置）

中学校１～２年生

（中学校２年生まで拡充）

学級編制基準 33人以下

（学年２学級以上）

・複式学級支援（非常勤講師を配置）

小学校１年生を含む場合７～８人の複式

学級

小学校１年生を含まない場合15～16人の

複式学級

区 分 配置人員 金 額

小学校
少人数学級編制等 123人 548,374

複式学級支援 20人 40,523

中学校 少人数学級編制 102人 530,368

合 計 245人 1,119,265

「あおもりで働こ

う」小学校教員魅

力向上事業費

（新規）

11,787 小学校教員の志望者の増加を図るため、小学

校教員の魅力を伝える動画を作成し、大学生や

高校生へ向けてＰＲ活動等を実施するとともに、

臨時講師採用に向けた研修会等を開催するのに

要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―107―



学校における働き

方改革関連経費

242,474

⑴ 外部人材活

用によるスクー

ルサポートス

タッフ配置事

業費

164,301 教職員の業務負担軽減及び学校における障害

者雇用の推進を図るため、教職員の事務的補助

を行うスクールサポートスタッフを配置するの

に要する経費

⑵ 学校におけ

る文化部活動

推進事業費

3,364 文化部活動の適正化による教職員の業務負担

軽減及び指導体制の充実を図るため、中学校及

び高等学校に部活動指導員を配置するのに要す

る経費

⑶ 学校等にお

ける法務相談

体制整備事業

費

1,988 学校現場における外部とのトラブル等による

教職員の業務負担軽減を図るため、スクールロ

イヤーを配置し、相談会や学校派遣、研修会等

を実施するのに要する経費

⑷ 学校におけ

る運動部活動

推進事業費

11,610 運動部活動の適正化による教職員の業務負担

軽減及び部活動の質的向上を図るため、運動部

活動指導者を対象とした研修会を開催するとと

もに、中学校及び高等学校に部活動指導員を配

置するのに要する経費

⑸ 地域スポー

ツクラブ活動

体制推進事業

費 （新規）

61,211 中学校における休日の部活動の地域移行を推

進するため、指導者の人材バンクの構築を行う

とともに、中学校において部活動の地域移行に

向けた実証を行うほか、市町村が行う地域移行

体制の構築を支援するのに要する経費

医師を志す高校生

支援事業費

18,599 医学部医学科への入学者増加を目的として、

県内３つの拠点校が中心となり、医学科進学を

目指す高校生の実力養成と教員の指導力向上等

を図るための学習プログラム等を実施するのに

要する経費

多様な教育機会を

活用した教育支援

推進事業費（新規）

8,216 小・中学校の不登校児童生徒を支援するため、

関係機関等と連携し、学習機会の提供や支援の

あり方について検討を進めるとともに、研究指

定校における不登校児童生徒への支援の調査研

究等を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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居場所づくり・絆

づくり推進事業費

2,661 不登校の未然防止等のため、安心して学べる

環境づくりに向けた調査研究や関係機関等によ

る協議会を実施するとともに、市町村における

教育支援センターの設置促進に向けたコーディ

ネーターを配置するのに要する経費

高校生の就職総合

支援プロジェクト

事業費

20,080 高校生の就職支援を強力に推進するため、職

業人として必要となる能力の向上と就職に有利

な資格取得に向けた研修等を実施するのに要す

る経費

持続可能な地域づ

くり「あおもり創

造学」プロジェク

ト事業費

83,404 地域について理解を深める学習「あおもり創

造学」の推進と高校生の県内就職率の向上を図

るため、地域の関係者や県内企業等と連携した

「あおもり創造学」の実施及び地域への発信を

行うとともに、県内定着に向けた就職支援員を

配置するのに要する経費

青森から世界へ向

かってチャレンジ

するグローバル人

財育成事業費

23,906 英語の活用機会の創出と国際的素養を身に付

けた人材の育成のため、国際バカロレアの理念

に基づく高校教育プログラムを開発するととも

に、台湾の高校との相互交流による協働学習を

実施するのに要する経費

青商ビジネスチャ

レンジｗｉｔｈ台

湾事業費

9,353 世界に向かってビジネスを展開する人材の育

成のため、青森商業高校にビジネスプロジェク

トチームを編成し、県内商業高校と連携した海

外ビジネス教育や台湾の高校との交流による輸

出の実践を行うのに要する経費

県立学校における

ＩＣＴを活用した

授業づくり推進事

業費 （新規）

13,730 ＧＩＧＡスクール構想による児童生徒１人１

台体制の進展に伴い、教員のＩＣＴを活用した

指導力の向上を促進し、ＩＣＴ教育の充実に取

り組むのに要する経費

⑴ 高等学校に

おけるＩＣＴ

を活用した資

質・能力を育

む授業づくり

推進事業費

6,315 授業の充実による生徒の資質・能力の育成を

図るため、推進校においてＩＣＴを効果的に活

用した授業改善のための実践研究を行うととも

に、ＩＣＴの活用推進に向けた教員研修等を実

施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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⑵ 特別支援学

校におけるＩ

ＣＴを活用し

た自立と社会

参加を目指す

学びの推進事

業費

7,415 障害種や個々の障害に応じた主体的、対話的

で深い学びを推進するため、特別支援学校にお

いてＩＣＴを活用した授業実践や研修会を行う

とともに、ＩＣＴの効果的な活用を検討する協

議会を開催するのに要する経費

地域と学校との

パートナーシップ

強化事業費（新規）

5,619 地域学校協働活動の更なる推進を図るため、

学校関係者と地域の企業等との情報交換会等や

市町村向けの研修会を実施するとともに、県立

学校に地域学校協働活動推進員を配置し、活動

の効果検証を行うのに要する経費

命を守る！防災教

育推進事業費

（東日本大震災復

興推進基金活用事

業）

3,496 防災教育の充実を図るため、指定校による取

組をまとめた防災教育実践事例集を作成し、県

内小・中学校へ配布するとともに、防災教育推

進事業成果発表会や学校防災の中核となる教職

員を養成する研修会を開催するのに要する経費

「スポーツでみん

なを元気に」健康

力アップ事業費

4,229 スポーツを通じた健康づくりの推進と総合型

地域スポーツクラブの質的充実を図るため、健

康課題克服に向けたワークショップを開催する

とともに、総合型地域スポーツクラブと市町村

との連携によるモデル的活動の実践等を行うの

に要する経費

県立郷土館長寿命

化改修事業費

（新規）

66,941

債務負担

行為設定

額

107,985

県立郷土館の長寿命化改修に係る設計及び資

料等の館外への退避に係る準備に要する経費

県立高等学校教育

改革推進事業費

26,242 県立高等学校教育改革推進計画の着実な推進

のため、県立高等学校の特色等を発信するホー

ムページの開設や全国からの生徒募集等を行う

とともに、令和10年度以降の実施計画の策定に

向けて検討会議や高等学校教育に関する意識調

査を実施するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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奨学のための給付

金事業費

536,788 低所得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減

するため、県立高校等の生徒に対し奨学のため

の給付金を給付するのに要する経費

給付対象 年収270万円未満程度の世帯

給 付 額

生活保護受給世帯

32,300円（通信制32,300円

専攻科50,500円）

第１子の高校生等がいる世帯

117,100円（通信制50,500円

専攻科50,500円）

23歳未満の扶養されている兄・姉がいる

世帯で第２子以降の高校生等がいる世帯

143,700円（通信制50,500円

専攻科50,500円）

県立学校大規模改

修費

1,858,655

うち４年

度２月補

正計上額

210,309

県立学校施設の大規模改修に要する経費

高 等 学 校 34校

特別支援学校 10校

県立学校長寿命化･

重点改良事業費

545,642 老朽化が進行している県立学校施設の長寿命

化に向けた改修等に要する経費

高 等 学 校 ５校

特別支援学校 １校

県立学校校舎等建

築調査設計費

（電源三法交付金

活用事業）

930,197

債務負担

行為設定

額

274,369

下北地区統合校 （老朽改築等）

五所川原農林高校 （寄宿舎改築）

八戸東高校 （老朽改築等）

五所川原高校 （老朽改築等）

木造高校 （基本計画策定）

三本木農業恵拓高校 （基本計画策定）

十和田工業高校 （基本計画策定）

弘前高校 （接続等可能性調査）

八戸工業高校 （接続等可能性調査）

県立盲学校・青森聾学校（移転改築等）

むつ養護学校 （校舎増築）

七戸養護学校 （校舎増築）

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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県立学校校舎等建

築費

（電源三法交付金

活用事業）

1,115,734 八戸工業高校 （老朽改築等）

三沢高校 （管理室棟解体等）

東青地域県

民局

「移住者と創る」

東青地域づくり促

進事業費

3,593 東青地域の広域的な移住施策の推進や若い世

代の定着促進を図るため、移住相談会等に係る

情報発信、ネットワーク会議を実施するととも

に、移住者を交えた地域の仕事・イベント体験

等を実施するのに要する経費

東青地域人財・担

い手活用促進事業

費 （新規）

4,303 東青地域における地域課題の解決や持続可能

な地域づくりを促進するため、市町村との個別

検討会を開催するとともに、地域内の大学やＮ

ＰＯ法人等との協働による地域づくり活動等を

実施するのに要する経費

東青地域家族で実

践する健やか力向

上事業費

4,389 東青地域の働き盛り世代や次世代の子どもた

ちの主体的な健康づくりを推進するため、職域

における健康づくりメニューの開発・普及啓発

や、親子での調理実習等による栄養バランスを

意識した食生活の普及等を行うのに要する経費

東青地域新規就農

サポート強化事業

費

3,120 東青地域における新規就農者の定着促進及び

所得の確保を図るため、就農希望者を対象とし

たセミナーの開催や研修受入農家向けのコーチ

ング等資質向上研修を実施するとともに、新規

就農者向け営農指南書の作成や模擬商談会等を

行うのに要する経費

東青地域ナマコ種

苗生産体制構築事

業費

2,520 陸奥湾におけるナマコ資源の維持・増大を図

るため、漁協との連携により海洋環境に応じた

種苗生産技術の実証・普及を行うのに要する経

費

東青観光プロモー

ション事業費

6,825 東青地域の認知度向上による誘客促進を図る

ため、ＳＮＳによるキャンペーンや地域資源を

活用したコンテンツの情報発信を行うとともに、

地域と連携して観光ＰＲ動画を作成するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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中南地域県

民局

地域の暮らしを支

える元気拠点中南

モデル育成事業費

4,347 中南地域における高齢者のニーズに対応した

地域づくりを促進するため、地域経営体を核と

した日用品の無人販売と地域住民の健康管理等

を行う拠点のモデル実証を行うとともに、地域

主体での共助の体制づくりに向けた検討会や実

証を行うのに要する経費

中南地域ものづく

り企業等若者採用

力向上事業費

2,746 若者の中南地域ものづくり企業等への就職を

促進するため、企業と高校生の交流会や地元企

業の見学会を開催するのに要する経費

中南型りんご高密

植わい化栽培導入

推進事業費（新規）

8,217 高密植わい化栽培の普及促進を図るため、高

密植わい化栽培の更なる導入に向けた協議会を

開催するとともに、安定生産技術の確立及び苗

木の早期供給に向けた実証試験等を行うのに要

する経費

森林を活かした中

南地域山村振興事

業費

2,739 中南地域の森林の多様な価値を活用した山村

振興を図るため、森林に対する理解醸成のため

の林業体験活動及び観光・健康分野等での森林

活用に向けた検討やモニタリング実証を行うの

に要する経費

「ＴＳＵＧＡＲＵ

うるし」造成拡大

推進事業費

1,575 中南地域のうるし林「ＴＳＵＧＡＲＵうるし」

の造成を一層推進するため、りんご放任園等を

対象としたモデル林の造成や保育・更新技術の

実証を行うとともに、経営モデルの普及に向け

た低コスト施業の実証等を行うのに要する経費

古津軽ブランド魅

力向上事業費

（新規）

8,049 岩木山を中心とした津軽地域に脈々と息づく

古き良き生活文化を追体験する旅をテーマとし

た誘客促進を図るため、市町村と連携したプロ

モーション、旅行商品の造成支援、旅行ガイド

の作成等を行うのに要する経費

三八地域県

民局

三八地域・職域連

携で働く人の健康

づくり推進事業費

1,640 三八地域の事業所・職場を中心とした健康づ

くりを推進するため、市町村との連携・協働に

よる事業所・職場単位で実践する健康づくりの

実態把握や健康づくり応援プログラムの普及等

を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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協働ロボットを活

用した三八地域も

のづくり企業支援

事業費

4,372 三八地域のものづくり企業における協働ロボッ

トを活用した生産性向上を図るため、関係機関

による検討会を設置し、普及啓発セミナーを開

催するとともに、ロボット専門人材を育成する

ための研修会の開催、ロボットシステムモデル

の構築等を行うのに要する経費

三八新規就農者定

着支援事業費

1,980 三八地域における新規就農者の早期の経営安

定による定着促進を図るため、地域と関係機関

による支援体制の強化に向けた連絡会議を開催

するとともに、技術習得等のための研修会や交

流会を開催するのに要する経費

三八にんにく産地

ステージアップ事

業費

1,943 三八地域のにんにく産地の維持や知名度向上

を図るため、小規模でも効果的な省力機械の実

証や検討会を行うとともに、若手生産者を対象

とした優良種苗増殖技術研修会やにんにく収穫

体験会を開催するのに要する経費

三八地域肉用子牛

生産推進事業費

2,936 三八地域に多い複合経営による和牛繁殖農家

の労働負担の軽減や生産の拡大を図るため、Ａ

Ｉ技術を活用した省労力分娩管理モデルの実証

や研修会等を開催するとともに、関係者で和牛

育成サポートチームを設置し、課題解決の検討

や巡回指導等を行うのに要する経費

三八地域松くい虫

被害総合対策モデ

ル構築事業費

7,652 三八地域における松くい虫被害の拡大防止を

図るため、アカマツ枯死木の早期発見に向けた

空中写真解析システムを構築するとともに、植

生に応じたアカマツ林の整備モデルの検討・実

証を行うのに要する経費

北浜海域ホッキガ

イ資源増大・評価

向上支援事業費

4,390 北浜海域のホッキガイ資源の増大を図るため、

害敵生物であるカシパン類を効率的に駆除する

ための漁具を実証するとともに、市場における

評価向上に向けた砂抜き技術を開発するのに要

する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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地域の力で磨く三

八の新しい旅行ス

タイル構築事業費

6,453 マイクロツーリズムによる三八地域の広域観

光振興の推進を図るため、新しい旅行スタイル

に関する勉強会を行うとともに、体験イベント

の開催やＳＮＳによる情報発信等を行うのに要

する経費

西北地域県

民局

社会福祉法人によ

る「青森県型地域

共生社会」西北モ

デル強化事業費

12,121 西北地域を支える多様な担い手の確保・育成

を図るため、社会福祉法人による地域連携体制

構築に係る協議会を開催するとともに、アドバ

イザー派遣による地域貢献活動の支援等を行う

のに要する経費

西北地域の未来を

つくるデジタル人

財育成事業費

4,856 ＩＣＴスキルを活用し、西北地域で働く人材

の育成を図るため、子育て女性や一次産業者向

けの講座を実施するとともに、地元ＩＣＴエン

ジニアによる高校生向け出前授業を実施するの

に要する経費

未来をつくる西北

型水田農業強化事

業費

3,007 稲作単一経営体が多い西北地域における生産

性と収益性の向上を図るため、大規模経営体へ

のスマート農業の普及に向けたモデル実証を行

うとともに、中小規模経営体への水稲と高収益

作物の複合経営の普及に向けた作付体系の検討

等を行うのに要する経費

「西北のハンデ克

服」リモート技術

を活用した肉用牛

生産推進事業費

（新規）

2,260 リモート技術を活用し、西北地域における飼

養管理の効率化と草地管理技術の高度化を図る

ため、技術導入に向けた検討会議を設置すると

ともに、技術導入モデルの実証を行うのに要す

る経費

津軽西海岸の自然

を守り育む松くい

虫被害対策強化事

業費 （新規）

4,385 西北地域における松くい虫被害対策の強化を

図るため、本県に適した早生樹種の導入に向け

た検討会の開催やモデル林の造成を行うととも

に、被害対策作業へのアシストスーツの導入効

果を検証するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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日本海で育む磯根

資源利用推進事業

費

2,769 磯根資源の持続的な利用を推進し、漁業経営

の安定化を図るため、日本海沿岸におけるナマ

コの種苗放流技術やホヤの養殖技術の確立・普

及に取り組むとともに、下北地域の空ウニの遠

距離輸送及び移殖放流試験等を行うのに要する

経費

アウトドアの聖地

「奥津軽」構築事

業費

5,450 西北地域のアウトドア施設等を活用した誘客

促進及び観光消費拡大を図るため、市町及び地

元事業者との推進体制を構築するとともに、ア

ウトドアコンテンツの開発やインフルエンサー

による情報発信を行うのに要する経費

西北の鉄旅コンテ

ンツ創出事業費

4,441 西北地域内の鉄道を活用した周遊観光の促進

を図るため、鉄道ファン向けのツアーを検討・

試行するとともに、フォトコンテストや動画に

よる魅力発信を行うのに要する経費

上北地域県

民局

上北若者ネット

ワークを活用した

人・地域・仕事の

繋がり構築事業費

3,615 上北地域への移住やＵＩＪターンを促進する

ため、地域の若者のネットワークと市町村・企

業等の連携体制を構築し、学生等が企業等とと

もに地域課題の解決に向けたプロジェクトを実

施するのに要する経費

上北の地域コミュ

ニティづくり推進

事業費 （新規）

1,812 上北地域の若い世代が参画しやすい地域コミュ

ニティづくりを推進するため、多様な地域コミュ

ニティづくりに向けた企画検討会議を開催する

とともに、市町村や地域活動団体等を対象とし

た講演会を開催するのに要する経費

次代に引き継ぐ上

北地域集落営農活

性化事業費（新規）

4,226 上北地域における集落営農組織の活性化を図

るため、効率的な運営を検討する協議会を設置

するとともに、集落営農組織の新たな取組の支

援、若手構成員向けのセミナー等を行うのに要

する経費

上北の公共牧場を

活用した広域飼料

供給体制構築事業

費

3,556 上北地域における酪農経営の大規模化に対応

し、未利用草地の活用による飼料確保を図るた

め、検討協議会を開催するとともに、広域的な

飼料供給体制の構築に向けて地理情報を活用し

た生産システムの確立や飼料供給体制の実証を

行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明

―116―



上北の森から木造

公共建築物普及推

進事業費

3,224 県産木材の運搬コストなど、供給体制が有利

な上北地域における公共建築物への県産木材の

利用促進を図るため、推進協議会を開催すると

ともに、木造化推進アドバイザーの養成や地域

材利用推進プランの作成等に要する経費

持続可能な中部上

北スタイル水田農

業推進事業費

（新規）

4,159 稲作農家の経営安定を図るため、野菜等高収

益作物の導入実証を行うとともに、スマート農

業の導入に向けたモデル実証や軟弱地盤の対策

工法の検討等を行うのに要する経費

上北の強みを生か

したマイクロツー

リズム推進事業費

4,319 上北地域におけるマイクロツーリズム推進に

よる観光需要の拡大を図るため、市町村や関係

団体との推進体制を構築するとともに、観光資

源の磨き上げやモニターツアーの実施、動画に

よる魅力発信を行うのに要する経費

下北地域県

民局

下北地域関係人口

受入強化事業費

（新規）

4,136 下北地域における関係人口の受入体制を強化

するため、関係人口を地域ぐるみで受け入れる

ための検討会議や講習会を開催するとともに、

市町村等における地域外の参加者との地域づく

り活動を支援するのに要する経費

新規就農者が支え

る下北「夏秋いち

ご」産地力強化事

業費

2,125 下北地域における新規就農者の経営力強化と

夏秋いちごの産地力強化を図るため、経営や労

務管理、栽培技術等の研修会の開催、省力化及

び良品質安定生産技術の実証、インターネット

での販売を促進するためのセミナー等を行うの

に要する経費

下北の持続的水田

農業構築事業費

（新規）

955 下北地域における大豆の生産性向上のため、

低収要因対策技術の検討、スマート農業機械の

研修会等を行うのに要する経費

下北の肉用子牛評

価向上対策事業費

1,277 下北地域における肉用牛繁殖農家の経営の維

持発展を図るため、肉用子牛の評価向上検討会

を設置し、最適な出荷前の飼養管理方法や運搬

方法等を検討・実証するのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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下北の海で育てた

マツカワの高品質

出荷推進事業費

2,801 下北地域の海面養殖によるマツカワを高品質

出荷するため、水揚時処理技術の開発や出荷先

のニーズに対応した一次加工技術の開発を行う

とともに、観光資源開発に向けた新たな料理メ

ニューの開発等を行うのに要する経費

下北のヒミツ深掘

りコンテンツ開発

事業費

3,300 下北地域における魅力ある観光資源の掘り起

こしによる誘客促進を図るため、資源の観光利

用に向けた関係者との検討会議やウェブサイト

を活用した情報発信等を行うのに要する経費

部 局 名 事 業 名 事 業 費 説 明
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